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○司会（消費者庁・藤田氏）

皆さん、こんにちは。お待たせいたしました。只今から、食品に関するリス

クコミュニケーション「食品の安全を守る取組～農場から食卓まで～」を開催

いたします。

私は、本日の司会を務めます消費者庁消費者安全課の藤田と申します。よろ

しくお願いいたします。

内閣府で消費者の方にアンケートをとったところ、関心のある消費者問題と

して「食品の安全性について」と回答された方が65％おられました。これは誇

大広告ですとか悪徳商法などを抑えて最も多い数字となってございます。今の

世の中、何とかは危ないですとか、これを食べれば健康になるなどと様々な情

報があふれています。何を信じていいかわからないところもございます。今日

は食品と安全について、完全に危ない食品ですとか、完全に安全な食品、それ

から完全に健康にいい食品はないということ、国産品や輸入品に限らず、食品

安全を守る仕組みなどを知っていただいて、世にあふれる情報について、トー

タルの食生活の中で自分自身のリスクの物差しを持って冷静に判断していただ

くために、また、そのような社会を実現するためにはどうしたらいいのかをご

参加の皆様と考えてみたいと思っております。

本日のご参加の皆様には、様々な立場、状況に応じて様々なご意見、ご見解

があるかと思います。登壇者の皆様、ご来場の皆様からは忌憚ないご意見をい

ただいて、相互の理解が深まるようなご協力をお願いいたしたいと思います。

それでは、本日の配付資料を確認します。封筒に入っていると思いますけど、

ちょっと出してみていただけますでしょうか。一番上に議事次第が入っている

と思います。議事次第の裏面に本日の配付資料が記載されております。議事次

第、アンケート用紙、それから資料１から６とリーフレットが２冊入っており

ます。ご確認の上、不足がある方、もしくは乱丁等に気づかれた方は、途中で

も構いませんのでスタッフにお申しつけください。そのときに交換等ができる

と思います。今ぱっと見て、ない方はいらっしゃいますか。大丈夫そうですね。

途中でも構いませんので、お気づきのことがあったら手を挙げてください。

また、資料をもう１部欲しいという方は、休憩時間に受付の隣に来ていただ

ければ、余分がある限りお渡しすることができますので、休憩時間においでく

ださい。

では、本日の流れを説明いたします。表面の次第をご覧いただけますか。

前半は情報提供になっております。情報提供は、国立医薬品食品衛生研究所

安全情報部長の畝山智香子先生、そして、一般社団法人FOOD COMMUNICATION

COMPASS代表の森田満樹様から情報提供をいただきます。その後、各府省の担当

者から行政の取り組みについて情報提供いたします。ここで10分の休憩をいた
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だきます。その休憩の後、食品の安全を守る取り組みについて、登壇者の皆様、

そして会場の皆様と意見交換を行います。終了は16時の予定です。円滑な議事

進行へのご協力をお願いいたします。

それでは、冒頭のカメラ撮影はここまでといたします。写真及び動画等の撮

影は終了してください。主催者による撮影は継続させていただきます。

（報道関係者退室）

○司会（消費者庁・藤田氏）

それでは、まず最初の議題、情報提供１に入ります。「安全な食品ってなんだ

ろう？ ～リスクをものさしで考える～」と題しまして、国立医薬品食品衛生

研究所安全情報部長の畝山智香子先生にお願いいたします。では、先生、お願

いします。

○畝山氏（国立医薬品食品衛生研究所）

皆さん、こんにちは。国立医薬品食品衛生研究所安全情報部の畝山です。今日

は「安全な食品ってなんだろう？」というタイトルで、食品の安全性について、

それからリスクって何だろうということで、リスクの物差しというのがあると

いうことをお話ししようと思います。

〔スライド１〕

今日お話しすることの主な内容ですけれども、食品って何だろう、食品はも

ともと安全であるかどうか、安全なものではないというお話を最初にします。

そして、その食品を安全にするための取り組みとしてリスクアナリシスという

ものがあるということ、そして、リスクの物差し、今日は細かいことはあまり

説明しないんですけれども、リスクを測るための物差しには何種類かあるんだ

よというお話をします。そして、最後に、食品を安全にするために私たちにで

きることということを短い時間ですがお話しさせていただきます。

その前に、いろいろ細かいお話もするんですけれども、食の安全にとって一

番大事なのは衛生管理です。手を洗うとか、清潔に保つということが基本にあ

って、その上で初めて安全というのが保たれるということをまず念頭に置いて

いただきたいと思います。

〔スライド２〕

最初に、「食品とは」と書きました。私たちは食品というのは毎日食べている

ものですから、食品のことをよく知っていると思っているんですけれども、実

際のところ何を食品というのかというのは、文化によって食べるものが違った

りして、明確な定義というのはないというのが現状です。ここでは、私たちが
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生きるために食べてきたもの、食べてすぐにお腹を壊したり死んだりするよう

なものは食品ではないので、そういうことだけはわかっている未知の化学物質

の塊、それが食品であると定義させていただきます。

もちろん食品の中にいろんなものが入っていて、ビタミンとか添加物や残留

農薬のように構造や機能がわかっている、濃度もわかっているようなものもあ

るんですけれども、食品そのものについては安全性を確認してから食べている

のではないということです。長期の安全性については基本的にわかっていない。

私たちがわかっているのは、今までこういうふうに食べてきて、その範囲内で

何となく安全だろうと思っているという、それを食経験というんですね。食経

験に基づいて、食品を安全だとみなしているというのが現状です。けれども、

昔から食べてきましたといっても昔の人の平均寿命は今より短かったです。今

の人たちは日本では80歳以上になっていますよね。ということは、例えば何か

食品に入っていて、それを生まれたときからずっと食べ続けて、80を過ぎてよ

うやく有害影響が出るようなものがもし食品に入っていたとしたら、それは過

去の食経験からはわからないということになります。

それから、重い病気を抱えて長生きしているような人というのは、今の時代

には珍しくないんですけれども、昔の時代にはそんなにいなかった。数年前に

秋田県を中心にスギヒラタケというキノコを食べて亡くなる方が出たんですけ

れども、多くの方は透析患者でした。そういう重い病気を抱えて日常生活を送

っている方々にとって、今流通している食品が安全かどうかというのは実は確

認されているわけではないんです。今、人類は壮大な人体実験をしているとい

う、そういうことになります。

したがって、わかった範囲のことを科学という知識で更新しながら食の安全

を確保しているというのが現状で、その仕組みをリスクアナリシスと言ってい

ます。

〔スライド３〕

リスクという言葉を言いました。リスクというのは、定義としてはハザード

と、それから暴露量で決まるものをいいます。リスクとハザードは時々混乱さ

れる方がいるんですけれども、ハザードというのはある物や事の有害性そのも

ののことで、例えば残留農薬成分のような何かをたくさん食べると病気になる、

それをハザード情報といいます。リスクといった場合には、そのハザードとい

うものを私たちがどのくらい食べるのか、これを暴露量という言い方をします。

この暴露量のデータがあって初めてリスクというものがあります。

リスクの話をする場合には、どうしても量という、大きいとか小さいとか数

字が出てきます。リスクはあるかないかの二分法で考えることはできなくて、

リスクがあるかないかといったら、あるに決まっているんです。問題なのは、
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その大きさがどのくらいなのか、あるいは何かと比べて何かが大きい、どっち

が大きいのか、この定量と比較が大切です。ですから、よく話をするときに数

字が出てくるのは嫌という人が結構いるんですけれども、リスクの話をするの

であれば、いやでも数字、この定量と比較のところが出てくるということにな

ります。

そのリスクを私たちは一定の範囲内の低い状態で生活する、それをリスク管

理というふうな言い方をします。リスク管理をするというのは、リスクがある

一定の大きさを超えないように維持しつつ生活しているという、そういうこと

ですね。ハザードというのは、ある化合物なり微生物なり特有なものですから、

それを変えることは私たちは普通はできませんので、リスクを低くするという

のは、普通この暴露量を低くする、食べる量を減らすとリスクは減るという、

そういうことが基本になります。

〔スライド４〕

次に、食品が安全であるというのはどういうことかというお話をします。私

たちは食品の安全性というお話をいつも多分していると思うんですけれども、

食品が安全であるというのがどういうことかということをきちんと定義してか

ら話を始めているかというと、必ずしもそうではないと思うんですね。ここに

書いてある、「意図された用途で、作ったり、食べたりした場合にその食品が消

費者へ害を与えないという保証」というのは、これは国際機関がつくっている

食品が安全であるということの定義を直訳したものなんですね。

食品が安全であるということの意味、ここで言っていることのポイントは２

つあります。１つは、色を変えてあるんですけど、意図された用途。食品とい

うのは食べ方が決まっています。口から入れて食べるものですよね。お肉だっ

たら加熱して食べましょうとか、いろんな条件があります。これをまず守ると

いうのが大前提にあります。お店で売っている生の肉を生のまま食べてお腹を

壊したのは、食の安全が脅かされたとは言わないんですね。ちゃんと指示通り

に加熱してください。あと、アネルギーのある人はアレルゲンとなる食品を食

べないというのが意図された用途になるわけですから、アレルギーのある人が

いるからその食品が危険とかそういう話にはならないですね。この大前提を忘

れないでください。あと、食品は口から食べるものですから、それを化粧品に

使ったり注射に使ったりしたら安全でないのはむしろ当たり前で、食品は口か

ら指示通りの調理をした上で食べるというものであるという、そこが大前提で

す。

その次、ちょっと難しいんですけれども、そういう前提条件のもとに、リス

クが許容できる程度に低い状態を安全であるというんです。これがちょっとわ

かりにくいかもしれないんですけど、問題はリスクが許容できる程度というの
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は一体どのくらいなのかということなんです。これを私たちみんなが、一定の

レベルがこれだったら許容できるよねと合意できるというのが教科書的には正

しい定義なんですけれども、現実問題として、国民全体で、このくらいのリス

クだったら許容できるよねと数字を持って合意できているという状況は実は存

在しないということになります。

この許容できるレベルというのは、国や地域によって当然異なる可能性があ

りまして、貧しい国と豊かな国とで許容できるレベルが違うというのは理解し

やすいと思うんですけど、同じ日本でもこのレベルというのはどんどん変わっ

てきています。例えば、昭和の中ごろ、食中毒で死亡する人というのは毎年数

百人報告されていたんですね。今の時代にそんなことがあったらとんでもない

話で、とてもじゃないけど許容できないというふうになると思うんですけど、

それは私たちの許容できるレベルというのがいつの間にか低くなっている、つ

まり求める安全性のレベルというのが高くなっているということなんです。

したがって、どのくらいのレベルだったら安全だといえるかということが関

係者の間で合意されているということが、食品の安全の話をするときに最低限

必要な条件になります。もちろん専門家の間ではある程度の合意はあるんです

けど、でも、それが消費者にきちんと伝わっているかというと、結構そこが難

しいかなと思います。私たちが許容できるレベルというのはどのくらいなんだ

ろう、そしてそれを目指してどうしたらいいのかということを考えることが、

食の安全を考えるということです。リスクがゼロだということを安全だという

のではない、ここが大事になります。

〔スライド５〕

「イメージで表現すると」というふうに、よく使っているんですけれども、

食品というのは、もともとよくわからないリスクの塊であると。この右側の灰

色のところが、私たち食品リスク研究者の食品に関するイメージという、そう

いう感じです。その中、全体的にグレーの中に何かわかっているものもあると。

科学的に調査が行われてデータがあるものもあるんですけど、バックグラウン

ドの食品そのものは相変わらずグレーなままというのが食品のイメージです。

何か食品に対してコミュニケーションするときに、消費者の方が想定している

安全な食品というのは、多分こちら側の真っさらな何一つ汚れのない完璧なも

のというのが食品であってほしい、これは願望ではあるんですけれども、現実

ではないということですね。

例えば添加物や農薬のお話が消費者には結構気になるんですけれども、この

添加物や農薬というのは、バックグラウンドの食品そのものに比べてリスクが

小さくなるように管理されているものです。そういうふうに管理しているんで

すけれども、このバックグラウンドの灰色が見えていない場合には、真っさら
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なところに何か入っているというイメージで捉えられると思うので、それはな

いほうがいいと思うかもしれないんですね。この右と左の丸の中なんですけど、

これは全く同じ色なんですが、違って見えると思うんですね。これは目の錯覚

です。バックグラウンドがあるかないかで色が変わって見えるというのは、人

間の脳はそういうふうにできている。でも、実際にはこういうものなんですね。

ですから、何かの話をするときには常にバックグラウンドの話をしないと、同

じことを正確に言ったつもりであっても受け取り方は違ってくる可能性がある

と思います。

それから、今話題の何かというのにばかり注目して、これさえ避ければ安全

になると思って、そういうつもりで消費者が選択しているのに、実はそれには

もっと大きなリスクがある、食中毒リスクだったりするものがあるということ

を選んでいる場合があります。全体が見えていないと、安全のために自分でや

っているはずのものが実はそうではないということも起こり得るということで、

食品に関しては常にグレーの中で選択をしているのだということを念頭に置い

ていただきたい。多分、イメージ像として、左側のイメージから右側のイメー

ジに変わってくれれば今日の話は成功かなと思うんですけれども、そういうこ

とです。

〔スライド６〕

食品の安全を守る仕組みとしてリスクアナリシスがあると言いました。今日

は後で行政の担当者の方から説明があるんですけれども、食品安全リスクアナ

リシスは、リスク評価、リスク管理、リスクコミュニケーションという主に３

つの要素から成ります。リスク評価は科学的リスク的評価、リスク管理はその

評価されたものをもとにいろんなことをやっているということです。こちらに

ついては後程説明があると思います。

〔スライド７〕

食品にはそもそもいろんなものが入っています。大きく分けると、意図的に

使われているものと、それから意図しないでもともと食品に入っているものと

に分けられます。意図的に使われるものの代表例としては、食品添加物や残留

農薬、残留動物用医薬品というものがありまして、これに関しては消費者の関

心も高く、管理もいろいろ行われているんですけれども、これらに関しては基

本、許認可制になっておりますので、管理されている、コントロールされてい

る。コントロールされているがゆえに違反が見つかったりするので関心が高く

なるというところがあります。こちらに関しては、意図的に食品に使われるも

のに関しては、それが原因で消費者に健康被害があるようなことはあってはな

らないという目標を設定して、あり得ない実質的ゼロリスクで管理されている

と思っていいです。つまり、これらをもとに健康被害があることはあってはな
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らないという、そういう目標で管理されている。

一方、食品には意図せず入っているものというのがたくさんあります。もと

もとの食品は別に人間に食べられるためにあるものではありませんので、毒物

であるところのアルカロイド、あるいは生理活性物質、植物ホルモンのような

ものがもともと入っています。それから、病原性微生物に汚染されていること

もあるし、環境中に存在する汚染物質、あるいはカビ毒とか、製造時にできて

しまうもの、いろんなものが入っていて、それはわざと入れているわけではな

いので、入っているかどうかすらわからないというものが多いです。でも、そ

れらに関しても安全管理のためにはいろんな対策をとらなくてはいけないんで

すけれども、こちらは管理がやっぱり難しいものなので、現実的に実行可能な

目標を設定して管理しているというのが現状になります。大きく、意図的と非

意図的で、目標としているレベルは違うというところがあります。

〔スライド８〕

そういう食品の中でも特にリスクが高いのに消費者にその実感があまりない

ものの代表が、いわゆる健康食品というものになります。最初に、リスクとい

うのは暴露量で決まると言いましたけれども、普通の食品をたくさん食べると

いう場合は別にいいんですけれども、普通でない食べ方をするようなもの、普

通の食事からとる量を超えて食べるようないわゆる健康食品に関しては、長期

間大量摂取しやすい、つまり暴露量が多いというリスクがあります。普通の食

事でしたら、どんなにたくさん食べるといっても限度というものがありますし、

今日はイチゴ狩りでイチゴをたくさん食べたということがあっても、それを毎

日続ける人はいません。でも、いわゆる健康食品というのは、例えば１粒に何

とかが何百粒分入っていますみたいな、そもそも大量のものを１日１回だけで

はなくて、１カ月、２カ月、３カ月続けてくださいと食べるものが多いです。

結果的に暴露量が多い。そういうことから、リスクとしては非常に高くなって

しまうということになります。これがリスクが高いということを認識して使わ

れているならまだいいんですけれども、一般の消費者の中にはなかなかそのリ

スクの高さというのが認識されていないことがあって、そのギャップが大きい

という、そういうものでもあります。

〔スライド９〕

今、そういうお話をして、リスクが高いとか大きいとかざっくり言いました

けれども、そのリスクを定量比較するためにはいろんな物差しがあります。物

差しというのは、ここでは今日は暴露マージンと障害調整余命年数ＤＡＬＹと

いうものを主に説明するんですけれども、何種類かの物差しがあって、その物

差しを用いてリスクの大きさを測るというか、推定することによって、私たち

はそのリスクを知ることができます。最初の図で言いましたように、私たちの
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感覚というのは結構だまされやすいものですから、自分の個人的主観とか感じ

方ではなくて、客観的な数字があることによって初めて定量することができま

す。物差しですので、例えば身長計と体重計が違うように、それぞれ得意、不

得意な測り方がありますので、私たちみんながこういう物差しを自由自在に使

って食品のリスクについて自分で判断できるようになるというのは理想ではあ

るんですけれども、なかなかそこまではいかないと思うので、とりあえず物差

しというものがあるんだよということを覚えていただきたいと思います。

食品はもともと膨大なリスクがあります。私たちが食べているものの中でど

れを先にリスク管理したらいいのかなというか、リスクの大きいものから順番

に管理していきましょうという考え方、リスク管理の優先順位づけをするため

にリスクの物差しを使うのだという、そういう考え方です。リスクは小さいも

のから大きいものまで膨大ですので、全てを一度に管理するなんてことは不可

能です。ですので、自分にとってやっぱり問題の大きいものからやりましょう、

この考え方というのが大事になります。

〔スライド10〕

そのための物差しの１つとして、暴露マージンというものがあります。ちょ

っと聞きなれない人もいるかもしれないんですけれども、暴露マージンは

Margin of Exposureの頭文字をとってＭＯＥということもあります。この暴露

マージンは、ここに書いてあるのは無影響量、あるいはベンチマーク用量とい

った毒性学的な指標、どちらも人や動物に何らかの影響があるかないかぎりぎ

りのところのような指標と、それから実際に私たちが食べている暴露量の比を

とったものを暴露マージンといいます。言うなれば安全係数になります。有害

影響が出るところまでどのくらい離れているのかなという、それが暴露マージ

ンになります。つまり有害影響が出るレベルがこのくらいだったとして、そこ

から離れていれば離れているほど安全性は高いから、リスク管理は後回しにし

ていいよねということです。

したがって、暴露マージンの場合は数字が大きければ大きいほどリスク管理

の優先順位は低い。数字が小さいものから順番にリスク管理をしていきましょ

うという、そういう物差しになります。普通の化学物質の場合は安全係数100と

いうのをデフォルトで使っていますので、大体100あればいいかなというところ

なんですけれども、中には遺伝毒性発がん物質というものがありますので、そ

ういうものに関しては100よりさらに100倍をとった１万というのを１つの目安

にして、１万より小さいものから先に管理していきましょうという合意が何と

なくあるというものです。

〔スライド11〕

暴露マージンが主に使われるのが、遺伝毒性発がん物質というものです。皆
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さん、発がん物質はすごく嫌なものだと思っていますよね。大体、食品中に発

がん物質がと言われたら、もうそれがどんな量であっても嫌だという人がほと

んどだと思うんですけれども、そうはいっても発がん物質の中には発がん性の

非常に強いものから非常に弱いものまでたくさんあります。それを暴露マージ

ンというものを使って並べてみると、こんなふうになりますよというのがこち

らの図になります。図の細かい字は見えないと思うんですけれども、イメージ

的に捉えていただいて結構です。これ、真ん中の軸なんですが、これが対数目

盛になっています。上がリスクが高い、つまり暴露マージンが小さい。下がリ

スクが小さい、暴露マージンが大きいというもので、右側が天然物、左側がい

わゆる合成の化学物質が並んでいます。リスクの高いところにある合成の化学

物質の代表的なものは職業暴露という、工場労働者ががんになるというような

化学物質。それから、赤いのは、医薬品といっても抗がん剤です。抗がん剤は

がんになることがわかっていても、今のがんをやっつけるために使うんですね。

ですので、そういうものはある程度発がん性があるものがあります。その次の

あたりにリスクが大きいのが天然物、そして、嫌われ者の大気汚染物質とか残

留農薬、あるいは添加物というのは天然物よりも低いところに固まりがあると

いう、そういうイメージになります。この食品中に含まれている天然物の中で

も、リスクの高いところに固まりがありますよね。これがいわゆる健康食品と

アルコールになります。

〔スライド12〕

今の図の一部の数字を抜粋したものがこちらの表になります。暴露マージン

は数字が小さいものからリスク管理の優先順位が高いという、そういうもので

す。最初に言いました、リスクの高いところにあるのが健康食品、コンフリー、

ペプシン錠剤と書いてありますけど、今は使用禁止になっているサプリメント

ですけど、かつてアメリカでダイエットサプリメントとして売っていたもので

す。次に、アルコール。アルコールは結構皆さん、発がん性があっても平気で

飲んでいますよね。そういうものが入っています。それから、食品中の化学物

質があって、残留農薬というのはものすごく桁が多い。日常的に食べている食

品中のリスクというのがこのくらいなんだから、残留農薬を幾ら頑張って減ら

したところで、全体のリスクには関係がないということがわかります。

それから、この暴露マージンというのは、個人の食生活のリスク管理の優先

順位づけのためにも使うことができて、ここでアルコールと書きましたけど、

このエタノール22.8ミリリットルというのはアメリカ人の平均摂取量です。自

分はこんなに飲まないというはいると思いますし、もっと飲むという人もいる

と思います。例えばこれの10分の１しか飲まないのであれば、暴露マージンは

この10倍になりますし、これよりもっと飲むというのであれば、暴露マージン
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は大きくなる。つまり自分の食生活にとって何が一番リスク管理が必要なもの

なのかな、リスクが高いのはどれなのかなというのを測るためにも、こういう

ものが使えるということです。食生活は人によって違うので、これは平均値で

すけれども、自分の食生活にとって何が一番リスクになるのかなというのを考

える際には、このような物差しが役に立つと思います。

〔スライド13〕

こちらは遺伝毒性発がん物質に関して、世界の食品安全機関がいろいろなも

のの暴露マージンを評価しております。今日は食品安全委員会がアクリルアミ

ドの話をちょっとするかもしれないんですけれども、アクリルアミド、この辺

が各国の数値になります。当然、日本とそれから外国では食生活が違うので、

推定して出てくる暴露マージンの数値も違ってきます。だけど、国ごとに違う

とはいっても、物による違い、何百万から１桁ないものまでもある中から見る

と、アクリルアミド全体から見ると、似たようなところにあるかなというイメ

ージがあると思います。国ごとにも違うけれども、物による違いもかなり大き

いということになります。世界的に現在、暴露マージンで評価した上で一番リ

スク管理の優先順位が高いものというのは、この数値の１桁ぐらいしかない食

品中のヒ素とか、あるいはピロリジジンアルカロイドやアクリルアミドという

ものが注目されているというのがそういうことになります。

〔スライド14〕

これは遺伝毒性発がん物質に限らず、他のものも含めて暴露マージンを使っ

てリスクを並べてみた場合の図になります。赤で書いたのが遺伝毒性発がん物

質で、食品中に含まれている他のものも暴露マージンで評価するとこんな順位

になります。一番上に書いた塩というのは、これは暴露マージン１より小さい

数字になっています。というのは、日本人のナトリウムの摂取量は理想とする

摂取よりはるかに多いので、実際に有害影響が出る量をとっているということ

になります。残量農薬の一律基準違反、動物性医薬品もそうですけれども、一

律基準違反で捨てたりするようなものに関しては、暴露マージンは単純に考え

て100万分の１、塩に比べるとずっと小さいというものであります。イメージと

して大ざっぱにこんな感じになりますので、私たちがリスク管理すべきものと

いうのは、大体この小さいものを集中的にやっていったほうが全体の健康を守

るためには有効であるという、そういう指標になります。

〔スライド15〕

次に、障害調整余命年数というものがあります。これは完全に健康な１年の

寿命損失を１ＤＡＬＹと定義して、病気や疾病によってどのくらい損害がある

かということを調べるための指標です。

〔スライド16〕



12

日本のデータでなくて申しわけないんですけれども、オランダでＤＡＬＹを

用いて健康の損失ランキングをしたのがこちらの図になります。オランダ、皆

さんご存知のようにヨーロッパの国で、主な死因が心血管系疾患、つまり、も

し全体として健康的な食生活をしていれば、もっと長生きできたのになという

のがこのデータからいえることです。オランダ人は飽和脂肪のとり過ぎ、トラ

ンス脂肪のとり過ぎ及び魚、果物、野菜を食べなさ過ぎということが原因で、

心血管系疾患による死亡が多いと考えられるので、こちらを改善することによ

ってもっと長生きできるということになっています。

さっきから言っている発がん物質なんですけど、多環芳香族炭化水素やアク

リルアミド、これはリスクとしては小さいほうにあります。これはどうしてか

といいますと、損失余命という指標を使いますと、食品中の発がん物質による

がんというのは高齢になってからなんですね。がんになる率としては高いかも

しれないけれども、失われる人生の長さと考えるとそんなに長くないんです。

それに比べると、例えばアレルギー物質、小学生がアナフィラキシーショック

で亡くなってしまったみたいなことがあると一気に数十年の損失になりますの

で、実はアレルギー物質がリスクとしては非常に重要な管理すべきものだとい

うのはそういうことなんですね。失われる命という考え方をすると、こういう

もののほうが大事になってくる。食中毒も食中毒だけで終わってしまえばいい

んですけど、その後、後遺症の残るような疾患が結構ありますので、そうする

と非常に重い負荷となります。こういうことがありますので、物差しには何種

類か併用して使うことが勧められるということになります。

〔スライド17〕

全部合わせますと、いろんな物差しを使ってはかっても、この順番自体は変

わりません。食品はもともとリスクはゼロではなく、でも、だからといって私

たちは食べないと生きていけませんので、一般的な食品のリスクを普通と考え

た場合、残留農薬や添加物は基準を守って使っている限り、そのリスクは無視

できるほど小さい。時々違反が報告されるけど、それでも普通の食品よりリス

クが小さい場合がほとんどであると。

その一方で、普通の食品からは食べられないような量を食べるようないわゆ

る健康食品は、当然リスクは大きくなりますし、食品は病気の治療や診断に使

ってはいけないのにそういう効果をうたっているというのは薬機法違反ですか

ら、そういう違反なものを食べること自体はリスクは非常に高いという、そう

いう大きなイメージになります。この大きいとか小さいとか書いてあるものの

差は、２倍とか３倍とかそういうものでなくて、何桁も違うということです。

スケールの違いを実感するのはなかなか難しいと思うんですけれども、それを

理解するのに数字が役に立ちます。
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〔スライド18〕

食品の安全といった場合に、よく私が聞かれることに、「どの食品が安全なん

ですか」「どれを食べたらいいんですか」「どれを食べなければいいんですか」

みたいな質問があるんですけれども、完璧に安全な食品がある、あるいはよく

ない食品があるという、そういう考え方自体が食の安全を全く理解していない

ということのあらわれでもあります。食品がそれ単独で安全とか安全でないと

か言うことはできない。私たちの食べ方がその食品を安全にするかどうかを決

めます。変な食べ方をすれば、どんなものでも安全ではなくなるということが

あります。食の安全というのは、私たち食べる人間もちゃんとそれをどう食べ

れば安全なのかという知識を持って、その上で初めて安全が保たれるというも

のになります。ですので、特定の食品だけを食べれば健康になるとか、特定の

食品だけを食べるのがいけないという考え方自体が、食品安全の基本に反する

ものです。健康食品のメッセージというのは食品安全とは相入れないものであ

るということを理解していただきたいと思います。

〔スライド19〕

食の安全確保というものに関しては、昔の考え方とはかなり変わっていると

いうことを改めて言いたいと思います。昔、それこそ世界で初めて、100年以上

前に食品安全に関する法律ができた時代は、もともと食品は安全なもので、そ

れに変なものを入れるから危険になるんだという考え方でできていたという部

分があるんですけれども、今の時代はその根本が変わっていまして、食品はも

ともと膨大で多様なリスクがあるので、その安全性を確保するためには生産者

から、それから食べる私たちのところまで、農場から食卓まで一貫して切れ目

のない対応が必要であるということです。当然、全ての関係者に責任があり、

これをShared Responsibilityと英語でよくいうんですけれども、日本語ではあ

まりいい言い方がなくてちょっと残念ですが、もともとがリスクの塊なので、

目標というのはできればリスクをゼロにしたいわけですから、永遠に目標は高

くなり続けるという部分がありますので、進化し続け終わることのないプロセ

スという感じになります。

例えば、私たちがどういう食生活をするのかというのは健康にとっては重要

ですけれども、管理の仕方というのはいろいろあります。お上がラットの餌み

たいにこれを食べなさいと命令するところから、私たちが全部決めて政府は何

もしないという両極端があるんですけど、その間に私たちがどうしたらいいの

かを望ましい社会というふうに考えて決めていかなくてはいけないというとこ

ろがあります。私たちはどういう社会を望むのかというのを、例えばこういう

リスコミの場で、こうしたい、ああしたいという意見を交わして、じゃあ、こ

うしましょうということができるのが理想的な食の安全のシステムになるかと
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思います。

〔スライド20〕

まとめとしましては、リスクは常に全体を考えてやりましょう。１つのこと

にだけ注目してしまうと全体が見えなくなることがありますので、常に全体を

見る。常に全体を見るには物差しが役に立ちます。食品そのもののリスクは決

して低くはないというと、じゃあ、食べるのが怖くなっちゃったという人がい

るかもしれないんですけれども、そういうことを言いたいわけではなくて、だ

からこそ世界中の食品安全機関が一貫して進めているのは、この多様な食品か

らなるバランスのとれた食生活ということです。食品のリスクの全体を私たち

は永遠に知ることはできないので、わからないもののリスクを管理するための

方法として薦めているのが、このリスク分散ということです。わからないもの

のリスクを最低にするためには、とりあえずいろんなものを食べましょうと。

あっちにもこっちにもリスクは分散しておきましょう。こだわりの食生活とか

いって特定のもの、産地だけを食べるとかえってリスクが高くなる場合があり

ますので、こだわらず食べましょう。幸いなことに、今の日本では、普通の生

活をしているといろんなものを食べることができる。そういうシステムを維持

し、そういう社会をつくっていくこと自体が食の安全確保のために大事という

ことです。

限られた資源と書きましたけど、私たちのお金と時間は貴重な資源ですので、

普通の生活をして安全を保てるというこの世の中を保っていけるように、みん

なで協力し合っていきましょうというのが私からのメッセージです。

以上です。ありがとうございました。（拍手）

○司会（消費者庁・藤田氏）

畝山先生、ありがとうございました。

続きまして、「消費者が食のリスクを理解するために」と題しまして、一般社

団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS代表の森田満樹様から情報提供をいただき

ます。それでは、先生、よろしくお願いいたします。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

ご紹介どうもありがとうございます。畝山先生、どうもありがとうございま

した。私がまさに聞きたかったお話で、リスクをどう考えたらいいんだろうと

いうときに、昔の考え方と今の考え方が随分違うことを私もよく理解できまし

た。

〔スライド１〕

さて、今日は皆様は、「食の安全を守る取組み」というタイトルを見てどのよ
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うに思われたでしょうか。普通、関係府省の連携のリスクコミュニケーション

というと、これまでも何回も行われてきているのですが、放射性物質だったり

農薬だったり、個別のことに対して深掘りするというのが多かったんですね。

「農場から食卓まで」って一体何をやるの？と私は消費者団体の方とかいろん

な方に、このチラシが出たときに言われました。私も実はこのタイトルは最初

面食らったんです。食品安全にかかわる全体の管理という話なんだろうけれど

も、まずは食の安全の全体の話ということで捉えるときにリスクの話を最初に

してもらいたいなと思いました。それで、畝山先生に最初にこういったお話を

お願いしました。このリスクアナリシスという考え方というのは、日本に導入

されてもう十数年たつわけですけれども、この考え方自体全体を学ぶ、意見交

換をするという場が実はあんまりなかった、ほとんどなかったんですね。なの

で、今日はまずはリスクの話を全体の話を畝山先生にしていただいて、その後、

関係府省庁がどんな取り組みをしているのか、私はそのつなぎということで、

今日はお話をさせていただきます。

〔スライド２〕

まず、自己紹介です。FOOD COMMUNICATION COMPASS 、科学的根拠に基づく食

情報を提供する消費者団体として、2011年３月にスタートしました。ＦＯＯＣ

ＯＭというネットの媒体を出していまして、専門家によるいろいろな情報発信

をしています。こうした情報発信を行うことで、食の安全に冷静に食の問題に

対処できる社会をつくりたいということで活動しております。

〔スライド３〕

先程畝山先生がおっしゃられた食のリスクの物差しと私たちの食の安全の感

覚は随分違うんだなと思います。ところで、実際に食の安全に関心があります

かというと、最初の消費者庁の司会の方にもありましたが、大体六、七割がと

ても食の安全に関心にあると答えます。このスライドは、2013年に東京都が行

なったモニターアンケートの結果で、97.5％が食品の安全性について「関心が

ある」と答えています。

〔スライド４〕

じゃあ、何に関心がありますかというと、食品添加物、残留農薬。先程畝山

先生が話した、実は管理できるものたちが、私たちが一番不安に思っているこ

となんだなとわかります。専門家の認識とは、随分とギャップがあるように思

います。

〔スライド５〕

食品安全委員会では、「食品にかかわるリスクの認知のアンケート調査」をし

ていますけれども、やっぱり専門家がリスクが大きいと言うところと、消費者
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の感覚は随分違うことがわかります。消費者は添加物とか農薬の残留のリスク

が大きいと思っている人が依然として多い。一般消費者と専門家の意識は隔た

っていると思います。

〔スライド６〕

実は、このリスクアナリシスという考え方そのものはもう十数年前に日本に

入ってきています。まだ十数年というか、もう十数年というか、2003年に食品

安全基本法が施行され、食品安全委員会が設置が決まった。この年は、食品安

全行政の方はよくご存知と思いますが、食品安全元年と呼ばれた年です。この

食品安全元年の前に、実は消費者団体は当時の食品衛生の考え方を改正してリ

スクアナリシスというものを導入してくださいということで、消費者団体で

1,400万筆、800団体が署名して請願したということがありました。まさにこの

リスクアナリシスという考え方や食品安全元年ができた時は、本当に熱い時代

であったんですが、この熱い時代に消費者団体は新たな枠組みを学んだはずだ

ったんですね。

その後、リスクコミュニケーションが食品安全委員会などいろんなところで

行われて、参加された方も多かったと思います。でも、なかなか食のリスクと

いう考え方が定着しない。やっぱりリスクアナリシスは難しいということもあ

ります。それと同時に、その後もいろいろな事故とか事件とかがあった。この

食品安全元年以降、食品の安全のレベルが上がったと思っていたのですが、そ

の後もいろいろな問題が起こると消費者はなかなか信頼ができない、そういっ

た状況が続いてきているように思います。

〔スライド７〕

この安全食品元年ということで、リスクアナリシスは「食品中に含まれる危

害要因を摂取することによって、人の健康に悪影響を及ぼす可能性がある場合

に、その発生を防止し、又はそのリスクを最小限にするための枠組みを言う」

と定義されています。この中でやはり農場から食卓までという言葉が、このリ

スクアナリシスの基本原則を実施する手段として掲げられています。その中で、

各工程ごとの管理が重要とされ、最終製品で検査するという後始末よりも未然

防止が大事とされました。日本人は検査が大好きですから、例えば輸入食品の

安全性でも検疫所で検査、放射性物質も検査で安全性が担保されると考えがち

ですけれども、そうではなくて、その工程の管理が重要だということですね。

その管理がきちんとできていなかったり、それから管理の様子が見えなかった

りすると、なかなか信頼が出てこないということになるのかなと思います。

〔スライド８〕

この仕組みですけれども、今日は食品安全委員会にリスク評価厚生労働省、

農水省、消費者庁にリスク管理のお話をしてもらうことになります。ここで重
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要なのは、実は私たち消費者、それから事業者の方もやっぱりここに参画して

リスクコミュニケーションということで、例えばリスク管理に何が足りないの

か、どうしてもらいたいということを話し合っていかなければいけないと思い

ます。それから、先程畝山先生のお話にあったように、私たち自身もリスクの

考え方を学びながら、そこに参画していかなければと思います。

〔スライド９〕

今日のタイトルは、「農場から食卓までの食の安全を考える」ということです

けれども、農場の生産者から消費者まで流通事業者や食品事業者、それぞれい

ろいろなシステムでそれぞれの工程で管理が重要になってきています。今日は

生産者の取り組みを農水省からお話しいただけるはずですし、食品事業者が取

り組むＨＡＣＣＰシステムとかそういうお話も厚労省からいただけると思いま

す。

それから、最後のところのバトンのところにある私たちですけど、私たち自

身もずっとそうやって管理されてきたものを最後受け取る立場として、どう使

うか。例えば衛生管理が重要なら、例えばお買い物に行っていろいろ寄り道し

てちゃんと温度管理ができないような状態にならないようにする。最後のバト

ンリレーの段階で食の安全が守ることがたいせつです。畝山先生のお話の中で、

私たちが最終的にどう食べるかというお話がありました。私たちは何をどうい

うふうに食べているのか、そういうことも含めて実は消費者の責任のありよう

ということも一緒に考えていきたいと思います。食の安全を守るために、事業

者も消費者も役割を担っているということだと思います。

〔スライド10〕

消費者の役割というのは、実はこの食品安全元年の年に、食品安全基本法の

中でうたわれています。消費者基本法も、これまで消費者保護基本法というこ

とで消費者は守られるものという考え方から、消費者基本法の中で自ら進んで

消費生活に関して基礎知識を習得するとされています。これは何も食の安全に

限ったことではなくて、2004年に大きく消費者の役割ということも法律の中で

うたわれるようになってきています。

〔スライド11〕

さて、科学的な根拠に基づく考え方について、先程畝山先生のお話がありま

した。けれども、消費者にそのことがなかなか理解されていないと思います。

まずはリスクの概念が難しい。これは、ＭＯＥとかＤＡＬＹとか話がありまし

たけれども、専門用語もたくさんでてきて、なかなか新しい話で難しいですよ

ね。リスクコミュニケーションは2004年とか2005年は消費者団体も出ていたけ

れども、だんだん専門的になってきて難しくなったという声も聞きます。

それから、もう１つ、リスク評価機関、リスク管理機関、それぞれ情報発信
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をされていますが、ばらばらなんですね。つながっていない。生産者のところ

でこうやっているけれども、その後、例えばそれをどうつないでいるのか。そ

れから、例えばリスク評価機関が農薬を評価するけれども、管理はどうしてい

るのか。じゃあ、それをもって生産現場はどうしているのかというのがつなが

らないのです。10年前に比べるとそれぞれの関係府省庁の皆さんは、情報発信

が上手になっていると思いますけれども、消費者の中では情報が断片的でつな

がらないのです。

それから、歴史的な経緯もあります。農薬とか添加物はもともと危ないとず

っと言われてきた。確かに昔は問題のあるものが流通していました。子供のこ

ろから、私もそうやって母親がよく言っていたので、なかなかそういう感覚が

残っていて、思い込んでいるところがある。

また、リスク認知の部分で○○は危ないという単純な構造で理解してしまって、

バイアスがかかってしまうということがある。

メディアでいろんな情報で、リスクとはかけ離れたような情報が発信されると

いうこともあります。なので、今日はリスクアナリシス、それから現場の取り

組み、そして、私たちがどう食べるのかということを皆さんと一緒に考えてい

きたいと思います。

今日、私自身が一番楽しみにしております。皆さんも、楽しみにしていただけ

ればと思います。どうもありがとうございました。（拍手）

○司会（消費者庁・藤田氏）

森田さん、ありがとうございました。

続きまして、行政からの情報提供となります。まず、リスク評価について、

内閣府食品安全委員会事務局リスクコミュニケーション官の筬島一浩さんから

情報提供をいたします。それでは、筬島さん、よろしくお願いいたします。

○筬島氏（食品安全委員会事務局）

〔スライド１〕

皆さん、こんにちは。食品安全委員会事務局の筬島でございます。よろしく

お願いいたします。

食品安全委員会ですが、先程森田先生からご紹介がありましたように、でき

て13年目の組織です。一番最初にこういうことをお聞きしていいかどうか分か

りませんが、食品安全委員会をご存知の方、手を挙げていただけますか。

かなりの方がご存知なんですね。ありがとうございました。

今日はお手元の封筒の下に入っていたのではないかと思うんですけれども、

「食品安全委員会の構成」というものを、食品安全委員会をご存知ない方が多



19

いのでないかと思い準備して入れておりますので、後程見てください。

念のために、食品安全委員会を少しだけ説明させていただきますと、７人の

委員から成っております。委員は全員博士号を持った科学者です。専門的な事

項を調査・審議するため、12の専門調査会を設けています。約200名の科学者が

各専門調査会に所属して、調査・審議を重ねています。年間、大体200件ぐらい

評価を行っています。その中には、新しい技術、先程畝山先生のご説明の中に

見える化やＭＯＥ、ＤＡＬＹがあったと思いますが、そういう新しいことをも

ってリスクの見える化に取り組んでいます。例えばお手元の横紙を見ていただ

きますと、下に評価技術企画室というのがございます。こういうセクションも

つくって、リスクをわかりやすく皆様方にお伝えできるように日々取り組んで

いる、そういうセクションもございます。

ちょっと長くなりましたので、説明に入らせていただきます。

〔スライド２〕

これは畝山部長や森田先生の話にもありました、フードアナリシスの考え方

の部分です。食品安全委員会は、リスクの評価を担当します。リスク評価とは

どういうことかということで、早速説明をさせていただきます。

〔スライド３〕

食品安全委員会が行うリスク評価、堅苦しくて恐縮ですが、ここに２種類あ

るというのがおわかりいただけると思います。まず、このリスク管理機関とい

いますのは、リスクを社会的に容認されるレベルまで下げていこう、コントロ

ールしていこうという役所ですので、農林水産省、厚生労働省、消費者庁が該

当します。そこが基準や規格を定める際に、食品安全委員会に対して評価依頼

を行います。ここは先程畝山先生の資料でいいますと、意図的に添加されるよ

うなもの、食品添加物とか農薬とか動物用医薬品とか、そういうものが多い状

況にあります。

それに対しまして、食品安全委員会が自ら行うというものもございます。健

康影響との兼ね合いを見て、あるいは、ここにありますアクリルアミド、これ

は後程少し説明させていただきますが、世界的に話題となりつつあるが、我が

国ではまだリスク管理機関に十分な知見がないというものを食品安全委員会自

ら行うというのもございます。

〔スライド４〕

では、リスク評価はどう行うのかについて説明致しますと、食品のリスクに

は、ハザード掛ける暴露量だというのは畝山先生のお話があったと思います。

このため、この１番、２番でハザードについて調べます。３番目で暴露量を調

べ、それで総合的に判断します。この説明で、リスク評価の基本はハザード掛

ける暴露量ということ、食品の安全は量が問題だということがご理解いただけ



20

るのではないかと思います。

〔スライド５〕

次のページに移ります。これは文章で書いておりますけど、手続的にどうな

っているかをお示ししています。上の部分がリスク管理機関から依頼されて評

価を行う場合、下が食品安全委員会が自ら行う場合ですが、両者の手続は同じ

です。専門調査会での調査・審議を経て、パブリックコメントを求めるという

透明性を確保しつつ慎重に対応しています。

〔スライド６〕

続きまして、駆け足で申しわけございません。これが食品健康影響評価の審

議状況です。食品安全委員会ができまして13年で大体2,300ぐらい、本年度で200

件程度リスク評価を実施しています。見にくいんですけど、ここに区分とあり

ますのが各専門調査会だと思ってください。

〔スライド７〕

ここから少し具体的なことを説明します。畝山部長からＡＤＩという話が先

程ございました。これは食品添加物だとか農薬について基準値をつくる際の目

安になる値で、これを食品安全委員会で設定します。ここを見ていただきます

と、ハザードを調べ、動物実験をかなりの種類実施し、そこから有害作用を知

ったり、あるいは無毒性量、全然影響がないというような量を出してきます。

そこに安全係数を掛けまして、一日摂取許容量、これは一生涯にわたって毎日

食べ続けても健康に影響がないという数値を設定します。それをリスク管理機

関に情報としてバックしています。

〔スライド８〕

これは先程の部分、動物実験をたくさん実施し、その中で一番小さい数字を

無毒性量として出すイメージ図と思ってください。これに安全係数を掛けてＡ

ＤＩを出して、それよりも厚生労働省で設定なされる基準は低め、実際の食品

中の量はもっと低い、つまり、より安全なほうに管理するという形で取り組ま

れていることがご理解いただけると思います。

〔スライド９〕

これは畝山先生のお話にもありました、リスクの見える化の話です。私ども

の行っているリスク評価結果は、皆様方のご理解が得らず、怖いというイメー

ジが定着しても困りますので、リスクの見える化について、先程申しました評

価技術企画室で取り組んでいます。

ＭＯＥ、ＢＭＤ、これらも先程お話があったところです。畝山先生の資料の

６ページ目、７ページ目です。ＤＡＬＹも同様です。ＤＡＬＹは、食品安全委

員会の評価ですとクドア、ヒラメの中の寄生虫ですが、その評価の際に使いま

した。カンピロバクターとノロウイルスと比べてどうかを数字で示しています
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ので、ご興味のある方はご覧ください。

〔スライド10〕

これ以降は、アクリルアミドについて少しだけ説明します。は自ら評価とし

て取り組んだものです。この一番上の部分がハザードです。次が動物実験から

得られた結果、非発がん性だとか発がん性だとか、これもかなりの種類の動物

試験をやった結果、ここに記した結果を得たということです。

〔スライド11〕

ここからは、アクリルアミドをどのくらいばく露、どのくらいの量を摂取し

ているのかを、ＭＯＥという指標で評価した結果をご紹介します。なぜＭＯＥ

を使ったかといいますと、遺伝毒性、これは遺伝子に傷をつける性質があると

わかったものですから、がんが発生するだろうということで、先程の農薬だと

か、食品添加物のように、一定の数字を定めて、これ以上ならどうだとかこれ

以下ならどうだと言うことができません。この数字が閾値で、これを設定でき

ませんので、摂取量と動物実験で影響のあった量がどのくらい離れているかを

調べたということです。

〔スライド12〕

ＭＯＥの結果です。見える化した結果ですが、実際の日本人のアクリルアミ

ドの摂取量が0.24マイクログラム、数字としては極めて少ないんですが、これ

を国際的に見てみますと、国際的な数字と同じか少なめです。しかし、それだ

けでは人体への影響が分かりませんので、いろんな動物実験を行い、10％がん

を増やす量と比較しました。その結果が約1,000倍だったということです。

〔スライド13〕

畝山先生のご説明にありましたように、１万倍以下は対策が必要と考えられ

ますので、食品安全委員会の評価結果としては、ここにありますように、ヒト

における健康影響は明確ではないものの、公衆衛生の観点から懸念がないとは

言えないので、低減に努める必要があるというものです。

これらの内容につきましては、食品安全委員会のホームページで紹介してお

りますし、16日に専門家によるリスクコミュニケーション実施します。この資

料と概要はホームページにも公開しますので、ご興味のある方は後程見ていた

だければと思います。このような形で、食品安全委員会ではリスク評価を実施

して公表しているところです。

〔スライド14〕

ここは低減化の取組についてです。食品事業者が行うこととご家庭でやって

いただくことについて記載しています。元は農水省の資料です。ご家庭でとい

うのは、アクリルアミドが野菜炒めに多くみられるためです。

皆様の封筒の中に冊子が入っていると思いますけれども、これは農林水産省
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での冊子です。基本はバランスよく摂るということです。

〔スライド15〕

ここは、今申しましたことをもう一度整理したようなものですので、説明は

割愛させていただきますが、食べ物全体で考えてくださいということと、特定

の食べ物に偏らないような食生活をしてください、バランスよく食べてくださ

いというのが私どものメッセージです。

以上です。どうもありがとうございました。（拍手）

○司会（消費者庁・藤田氏）

ありがとうございました。

続きまして、リスク管理に移ります。「食品の安全を守るための厚生労働省の

取組」と題しまして、厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部基準

審査課の課長の山本史さんからお願いいたします。では、山本課長、お願いい

たします。

○山本氏（厚生労働省）

只今ご紹介いただきました、厚生労働省で食品安全担当の部署の基準審査課

というところの課長をしております山本でございます。今日はお時間をいただ

きまして、どうもありがとうございます。

先程から怒涛のような情報で、中盤に差しかかって多分大変なのではないか

と思っておりますが、駆け足ではありますが、どれも私もとてもためになる情

報ですので、もうちょっと皆さん頑張って、私のところで折り返し地点になる

はずでございますので、どうぞよろしくお願いいたします。

〔スライド１〕

先程皆さんがお使いになっている、このリスクアナリシスといいますか、食

の安全の基本的な枠組みの中で、厚生労働省は今、関係省庁さんも当然関与さ

れておりますが、主にこのリスク管理について担当をしております。端的にど

んな言葉か。基準をつくり、それをパトロールしているという、他にもやって

いることはあるんですけれども、これが２つの柱かなと思っております。そし

て、それをリスクコミュニケーションして、事業者の皆様、あるいは消費者の

皆様、そして関係省庁の皆さんと全体で食の安全を担保するといった立ち位置

で仕事をしております。

〔スライド２〕

このスライドでございますが、左側がまず、基準をつくるという仕事、そし

て右側が監視指導をするという仕事でございます。まず、基準をつくるほうか

らご説明をさせていただきます。基準をつくるにもまずは２通りありまして、
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基準という明確なものでなくても、「もう腐っている」、「これは禁止」と、とに

かく有害で食中毒を起こしているいろいろな食材、こういうものは当たり前に

流通禁止という仕組みが１つございます。そして、食の安全を担保するために

あらかじめ基準を策定して、この基準に適合するような食品を製造していただ

く、あるいは販売していただく、あるいは調理して飲食店で提供いただく、こ

のための基準が用意されております。この２つでルールが構築されていると、

まずご理解いただければと思います。

〔スライド３〕

その上で、おおよそ今、食品衛生法という私どもが所管している法律で、先

程の前のスライドのこのあたりにあった規格基準でございますが、いろいろな

種類のリスクといいますか、食品、そしてハザードに着目してルールをつくっ

ております。先程お話がありましたように、意図的に使う食品の製造や調理に、

実は２通りの項目があります。意図的に食品に絡んで使うものと、意図せざる

リスクで食品に入り込む項目と２つございます。

意図的に使っていくというのは、いろいろなものがあるんですが、例えば一

番上の残留農薬、農薬、飼料添加物、動物用医薬品、これは食品事業者という

よりも生産事業者さんが意図的に目的をもってお使いになるというものでござ

います。それから、遺伝子組み換えの作物、これもある意図を持って、食品を

遺伝子改変してよい性能を付与するといった、ある種、これも意図的な行為で

ございます。それから、食品添加物、これも一定の目的があって、食品の保存、

あるいは製造加工にいいことがあるということを狙って添加するというもので

ございます。

実はこの汚染物質、微生物というのは、原材料、誰も意図して汚染物質とか

を使っていないというところでございます。ただ、食品、あるいは口から、先

程おっしゃったように経口摂取する商品として、避けたいんだけど、どうして

も当然入り込んでくると。そういったものについて、実は食品ごとに、ここに

重金属、カビ毒、放射性物質もここの項目に入るかと思います。あるいは、一

般生菌数とか食中毒菌、いろいろ、こういった微生物について、原材料でこの

ぐらいの微生物のレベルの原材料を使ってください。あるいは、例えば生レバ

ーとか生食を、これは食材として生で食するのは不適当ということで禁止をさ

せていただく。あるいは、きちんと過熱をして調理する、あるいは製造すると

いうことをお願いする。乳製品とか清涼飲料水もそうですが、殺菌、あるいは

その食品に適当な除菌といったことをしていただく。さらには、保存するとき

の温度に冷蔵とか冷凍とかいう条件を付させていただく。これも１つの規格基

準の形です。すなわち意図しないところについてできる限りリスクをコントロ

ールするためにあの手この手で、そのかわり無謀な規制ではなくて、現実のオ
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ペレーションの中でやっていただけるリスク管理を規制としてお願いをしてい

ると。

もちろんこれ以外に、皆さん事業者の方々が自主的に、この食材はこういう

保存、こういう容器包装、こういう例えば添加物を使用するとか、それで保存

性を高めるとか、様々な食品の安全の確保策、向上策が当然この外にあるんで

すけれども、食品衛生法で強制的に義務づけをさせていただいている、その中

身というのもかなりいろいろあるということでございます。

じゃあ、どうやって定めているのかというと、様々な食品にいろいろなリス

クがあるわけですから、それをどうやったら口に入るまでに、少なくともこの

ぐらいで食べれば食品の安全が担保されるだろうということを想定しながら、

あるいは計算しながら、規格基準に落とし込むという作業をしております。

〔スライド４〕

ここから数枚は、農薬の例をとって、ご紹介をさせていただきたいと思いま

す。すなわち意図して使うものに対するコントロールの仕方だとご理解くださ

い。

流れですが、大体、誰かからこういうものが使いたい、あるいはこういう農

薬を新たにこういう作物に使いたいという申請が上がります。これは国内から

上がることもあれば、海外から上がることもあります。国内しか使っていない

農薬もあれば、国内・海外ともにグローバルに使われているものもありますし、

海外しか使われていないものもあります。それはいろいろでございます。ただ、

日本に流通する食品に残っている可能性のある農薬については、基本全部私た

ちが基準をつくるというつもりでおります。それについて、厚生労働省が食品

安全委員会さんにリスク評価をお願いします。リスク評価を多面的にやってい

ただいた上で、ＡＤＩ、ＡＲｆＤ、ちょっと専門的なんですが、ＡＤＩという

のは、下に小さな字で書いていますけれども、人が一生涯にわたって摂取し続

けても、平均的な摂取量で食生活を送っている限り健康に悪影響がないと推定

される１日当たりの摂取量、これがＡＤＩという物差しの１つでございます。

そして、その下にＡＲｆＤと書いてあります。これは新しい物差しで、先程

のＡＤＩが長期毒性の物差しですが、急性参照用量、ＡＲｆＤといいますのは、

ポパイのホウレンソウのように、特定の食材をまとめて、短期間、１日で偏っ

た摂取をする。そういったときにでも、この農薬というものが悪影響を起こさ

ないような急性毒性、特定の食材で偏った摂取をしたとしても大丈夫かどうか、

それがこの急性毒性の目線なんですけれども、この物差しも使って、要はこの

２つの物差しで問題がないといえる量を基準値として採用しています。何のこ

っちゃという感じをもたれると思いますが、次に行きます。
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〔スライド５〕

どうやってやるかといいますと、まず、国民の皆さんが日頃どういうものを

どのくらい食べているかという摂取量データを使います。国民平均の他に、幼

小児、妊婦さん、高齢者さんといったグループでは、かなり食生活が違います

し体重も違いますので、この集団ごとに摂取量というデータを持っています。

それから、先程急性毒性という非常に偏って食べる場合ということをご紹介し

ましたが、国民の皆様の摂取量の調査をして、97.5パーセンタイル、100人の内

の上から何番目かぐらいまでに高い摂取量をとる方はいかほど摂取するかとい

うデータを用意します。そして、それと農薬が残留するレベルを掛け合わせま

して、ハザードと暴露を掛け合わせて、そして足し込んで、計算はちょっと割

愛させていただきますが、それでもこのＡＤＩやＡＲｆＤを超えないという量

を残留基準として設定しています。

〔スライド６〕

原則として、残留基準値はいずれの場合も物差しに対してそれを下回ること

を確認します。先程物差しが２つあると申し上げましたが、この赤い線がＡＤ

ＩやＡＲｆＤだと思ってください。計算として長期間での平均摂取量を使う場

合と短期間での最大摂取量を使う場合と２種類あります。今日は詳しい説明は

割愛させていただきますが、いずれにしろ、推計した結果がこの赤い線をちゃ

んと下回っているという場合には、基準値が妥当だ、これでいいでしょうと判

断します。

〔スライド７〕

この残留はどうやって決めるんだというと、それは農薬を決まった使用方法

をちゃんと守って使った場合にどのぐらい残るかという作物残留試験というの

を国内の企業さんも海外の企業さんも皆さんデータを提出していただきます。

きちんと使った場合にこのぐらい残る、逆にこのぐらいしか残らないというデ

ータがあるわけですから、その作物、米だったら米、白菜、大根、イチゴ、柑

橘、ミカンとかいろいろありますが、そういったものを日々、日本人は先程の

国民平均、妊婦さん、幼小児、高齢者、皆さんどのぐらい食べているかという

のをそれぞれグループごとに掛け合わせて、どのグループも先程の赤い線を下

回った摂取量しか計算しても出てこないということを確認します。これが残留

基準値を立てるために必要です。

じゃあ、いつも全部が全部下回るわけないでしょうと思われると思います。

その通りです。たまに計算でいくと、あの赤い線を超えるときが当然あり得ま

す。そしたらどうするんだというと、それは残留基準値をつくれません。です

から、今度は根っこから変えてもらうというか、どれか作物を使うのをやめて

もらうとか、あるいはもっと少ない量しかまかないようにしてもらうとかが必
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要です。あの物差しを超えるわけですから、何かしら是正措置をしてもらうし

かないというので、この健康に悪影響を生じるおそれがある場合は、使用方法

自体を見直しということになります。

ここにフローが下にございますが、とある農薬をブドウに例えば散布する。

1,000倍から2,000倍、この1,000というほうが濃いわけですね、希釈倍数ですか

ら。収穫７日前までまいていいという条件、そして使用回数は３回以内、こう

いう使用方法で使いたいなと思いながら、皆さん申請を、作物残留試験のデー

タを出して、それからハザードのデータも出して、それをお持ちになって計算

してみて、超えれば見直すしかないし、めでたく物差しを下回っていればこの

使用条件で予定通り使用できる。農薬の使い方は国内であれば農薬取締法で登

録がされます。海外からの基準設定の要請であれば、我が国が海外登録を云々

かんぬんするわけでないですが、海外の使用方法で想定される残留を日本の基

準値にするということでございます。ただ、うまくいかなければ海外の使用方

法では厳しい基準値を私たちがつくるしかないということで、そうすると、当

然、向こうの農業事業者さんにとってはより厳しい使用方法、より低いレベル

で散布していただくしかないことになります。あるいは、日本に輸出する際に

は別途の使用方法を考えていただくしかないかなということになると思います。

そうなる前に、皆さん一生懸命いろいろ工夫していただいて、何とか下回るよ

うに使用方法を検討し、それに基づいた作物残留試験データを提出いただいて

いるのが実際現実でございます。

〔スライド８〕

もう時間がなくなってきましたが、基準をつくりっ放しではなくて、マーケ

ット・バスケット調査で主要な農薬、あるいは動物用医薬品について、実際の

一日摂取量を国で毎年調査しております。これは実際の食品を調査して、単品

ではなくていわゆる平均的な食生活における摂取量を把握するわけですが、実

際、ＡＤＩの占有率、対ＡＤＩ比でいきますと、ほとんどの農薬が１％にも満

たないという数字になっておりまして、十分リスク管理がきいているんだろう

と思っております。

〔スライド９〕

次、監視指導に行かせていただきますが、これは大きく分けて輸入食品に対

する輸入検疫での監視と、国内に入った後の自治体さん等の保健所で立ち入り

検査や監視指導を実施しているこの２本立てで働いております。

〔スライド10〕

まず、輸入監視から行かせていただきます。食品が国境を越えてくる際に何

をしているかというところからご紹介します。まず、全件届け出をしていただ

いて、その内容を審査するということでございます。そして、その中から一般
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的には、モニタリング検査と呼んでおりますが、基準への適合状況等を把握す

るために抜き取って、それを農薬の検査であったり微生物の検査であったりで

すが、そういったモニタリング検査を行う。そして、その結果、違反の可能性

が高い食品、あるいは輸出国といったものに対しては、場合によっては検査命

令などにシフトして、リスク管理の程度を強化するということと、一方で、と

ある国からとある農薬、動物用医薬品、微生物、違反がかなり続くようですと、

根元の対策に行く。輸出国政府に対しバイで防止策の要請をする。こういう検

査で違反が多いということを情報提供した上で、しっかりと輸出国対策をして

いただくというほうにかじを切ることが多くございます。実際的には、このバ

イでのコミュニケーションがかなり効力があると考えております。

実際に、国内に入ってからも当然、自治体でのモニタリングが機能しており

まして、そこで違反があれば当然、輸入食品であれば申し上げたようなこの輸

入検疫のボーダーラインでのチェック、あるいは輸出国対策といったフェーズ

につながっていくという、有機的にそれぞれのフェーズを連携させて総合的に

リスクを低減させるリスク管理をしているというところでございます。

〔スライド11〕

その結果どうなっているかということですが、青いグラフは輸入の届け出件

数でございます。届け出件数自体は右肩上がりでずっと伸びているわけでござ

いますが、違反率、あるいは行政検査率というのは一定程度、そして命令検査

率というのがこの紫のラインですけれども、これが減っている。総じて検査総

件数も減っているんですけれども、手抜きではないかとよく言われるんですけ

れども、これは結局、先程も申し上げましたように、命令検査などは違反の可

能性が高い、すなわち無防備に輸出してきて無防備に基準に引っかかってとい

う人がまず発見されて、それを繰り返す国、あるいは繰り返す食品に対して輸

出国対策をすると、そういう根元対策、根元の発生源対策をすることで、徐々

に輸出国、輸入国の中でのコンセンサスができて、きちんとしたリスク管理を

した輸出、そして、それを受け取る輸入国という、こういうのが整ってくるの

が実際です。非常に地道な取り組みなんですけれども、そういうことをやって

いくことで結果的に検査命令をかけずに済むケース、あるいは検査命令を解除

できていく、また、新たな検査命令をかけずに済む、そういった傾向があると

思っております。

〔スライド12〕

国内については、検疫所に並んで地方厚生局や都道府県、保健所などが食の

安全のコントロールをしていただいております。

〔スライド13〕

実際に自治体における監視指導件数ということで、物品に対するものだけで
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はなくて施設への立ち入りを相当にやっていただいております。スライドでご

紹介したような、許可を要する施設が250万施設、許可を要しない施設として140

万施設、合計380万と、何の数かというぐらい食品の事業者数というのは日本で

たくさんございます。これらに対して繰り返し立ち入り検査をしていただいて

いるということでございまして、それが上の表でございます。

そして、下が、物品に対する収去して検査をしてみるということでございま

して、これも相当な数に上っております。違反になった事例だけよく取り上げ

られますが、母数としてはこれだけの検査、あるいは立ち入りをしていただい

ているということでございます。

〔スライド14〕

それでもやはり食中毒というのはやっぱり起きるということで、食中毒事件、

患者数の推移でございます。一時、腸炎ビブリオ、サルモネラが相当数あった

のが減ってきた、ただし、今少し底を打った感がございます。２大要因として

カンピロバクターとノロウイルスでございます。夏はカンピロ、冬はノロとい

うのがこの分野で言われてしばらくたっております。

〔スライド15〕

こういったところに食品衛生管理、国際整合をして、いわゆる重要工程に着

目してしっかりと工程管理をしていただく。そして食中毒の対策にもつなげる

ということで、ＨＡＣＣＰの導入を今目指しているところでございます。製品

検査だけでリスク管理をするのはなかなか効率が十分ではございません。食品

の世界だけではなく、薬も医療機器もそうですが、やはり工程管理が何より有

効だと言われております。

〔スライド16〕

そういう意味で、食品衛生についても、重要工程を決めてメリハリをつけて

必要なところにしっかりと管理のリソースを割くということを国策として進め

ていきたいと考えておりまして、検討会も昨年12月に一定の方針を取りまとめ

たところでございます。業種、あるいは規模、いろいろな事業所さんがある中

ではございますが、Ａ基準、Ｂ基準という２段階でＨＡＣＣＰの導入を進めて

いきたいというところで現状取り組んでおります。

非常に駆け足で、時間オーバーして申しわけございませんでした。以上で私

からの紹介を終わらせていただきます。（拍手）

○司会（消費者庁・藤田氏）

ありがとうございました。

続きまして、「食品の安全性の向上にむけた農林水産省の取組」と題しまして、

農林水産省消費・安全局食品安全政策課長の吉岡修さんからお願いいたします。
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それでは、吉岡課長、お願いいたします。

○吉岡氏（農林水産省）

ご紹介いただきました農林水産省の吉岡です。よろしくお願いいたします。

皆様のお手元には資料の５というのを配ってあります。これから前に写しま

すものは基本的に同じものですので、見やすいほうを見てください。

私の前に、厚生労働省の山本課長から厚生労働省がやっているリスク管理に

ついてお話がありました。農水省と厚生労働省はどんな役割分担をしているの

か、よく聞かれるんですね。まず、そこからお話をしたいと思います。

〔スライド１〕

スライドの番号でいいますと、１番です。これを見てください。

厚生労働省は、今、山本課長から話がありましたように、基準値を決めて、

それがちゃんと守られているかという流通の監視をする、これが厚生労働省の

大きな仕事です。じゃあ、農林水産省は何をやっているのかといいますと、こ

のスライドでいいますと真ん中のあたり、緑色にしております。国産農林水産

物等の生産、流通、消費の改善を通じた安全確保ということで、つくり方を変

えることによって安全性を向上させるということをやっております。

それから、もう１つ、農薬取締法などによる国内の生産資材の規制、これを

やっております。この２つが農林水産省がやっていますリスク管理の大きな柱

です。

〔スライド３〕

スライドの２は飛ばしまして、スライドの３をご覧ください。リスク管理の

考え方についてご紹介をいたします。

先程森田さんから、最終製品の検査から、今は一連の過程の管理、これがリ

スク管理としては大事だというお話がありました。つまり、基準値を決めて監

視をして、それを超えるものを流通させない、これはとても大事なことです。

でも、何もしないでそのままにしておくと、また基準値を超えるものがつくら

れ続けてしまうということがありますので、そもそも基準値を超えるものがつ

くられないようにするというところを農林水産省はやっております。

そこの真ん中のところに書いております、食品汚染の防止・低減のための各

種対策をまず実施する。実態調査をやって、本当にその対策が有効に機能して

いるかどうかを確認する。こういう対策だけでだめなときには、必要であれば

基準値等の規制値を設定すると、こういうふうに農林水産省と厚生労働省では

一緒になって食品の安全を確保するための取り組みをやっております。

このスライドのまとめとしましては、下の２つです。各段階における生産・

製造方法の改善をしっかりやる、これがリスク管理の基本だということです。
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そして、規制はリスク管理措置の１つだということです。

〔スライド４〕

では、生産方法を改善するというお話をしましたけれども、具体的にどんな

ことをやっているのか、農業者の方にどういうことをやってもらっているかと

いうお話を２ついたします。

スライドの４をご覧ください。これは畝山さんのお話の中にありました、非

意図的に食品の中に含まれてしまうもののリスク管理をどうやっているかの例

です。これがなかなか難しい。入ってきてほしくないんだけども、入ってきて

しまうやつをどうやってマネジメントするかということです。

今日皆様にご紹介をいたしますのは、カドミウムの例です。カドミウムとい

うのは、基礎情報のところに書いております。自然環境中に広く存在する元素

で、自然活動や産業活動に伴って、環境中に放出されます。土壌中のカドミウ

ムは栽培時に農作物へ移行をします。私たちは食品を通じて、非常に低い濃度

のカドミウムを摂取いたします。カドミウムは腸管吸収後、長期にわたって体

内に蓄積をいたしまして、場合によっては腎機能障害ですとか、骨の代謝異常

のようなことが症状として出ることがあります。

日本は火山国で土壌が酸性であるために、日本の土壌は非常にカドミウムを

多く含んでおります。ですので、過去の鉱山開発や精練によって、土壌中のカ

ドミウム濃度が高い地域があります。そして、例えば米などのようにカドミウ

ムがある程度の濃度で入ってくる、そういうものがございます。なので、農産

物に含まれるカドミウム濃度、これをどうやって下げようかということにずっ

と取り組んでまいりました。

〔スライド５〕

次のスライドをお願いいたします。食品からのカドミウム摂取の内、主要な

摂取源である米を中心に低減対策を実施しております。簡単に言いますと、ま

ず、国内で生産される米にどれぐらいのカドミウムが入っているのか濃度を調

べて、それから低減対策を考えて実行してもらいます。低減対策は大きく分け

て２つあります。１つは、農作物がカドミウムを吸収しないような栽培管理を

するというもの、もう１つは、そもそも土壌中に含まれるカドミウムを減らし

て、植物が吸うのを減らすというやり方です。

リスク管理措置として３つぐらい低減対策を農家の方にお示しをして、コス

トのこととか効率性とか、そういうものを考えて、農家の方に取り組んでいた

だく。今、一般的にやられているのが、農作物がカドミウムを吸収しないよう

にするという栽培管理をお示しして、農家の方に取り組んでいただいていると

いうことです。その対策をやったら、本当にその対策がちゃんと機能している

かという確認のためにまた調査を行います。
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〔スライド６〕

次のスライドの６をご覧ください。これはカドミウム対策をやる前後での米

中に含まれるカドミウムの濃度を示したものです。平成９年から10年、このと

きに４万点に近いお米中のカドミウム濃度を測りました。現在の食品衛生法に

基づく基準値は、0.4ミリグラム／キログラムです。当時はこれを超えるものは

0.3％ございました。対策実施後、平成21年から22年にかけまして、2,000点を

分析いたしました。このときには、先程お話をしました水管理をしっかりする

ことによって、この基準値を超えるものはなくなったということで、農家の方

がしっかりと対策をとってくださったということです。

〔スライド７〕

次に、農薬についてお話をいたします。スライドの７をご覧ください。

こちらは意図的に使われるものですので、使い方さえ間違えなければ大丈夫

というものです。一方で、森田さんのお話にあったように、でも、非常に消費

者の方の関心は高いという分野でもあります。

農薬の使用者が守るべきルールが４つあります。まずは、決められた作物以

外には使わない。２つ目、決められた使用量または濃度を超えて使用しない。

３つ目、決められた使用時期（収穫前日数など）を守る。４つ目、決められた

総使用回数以内で使用する。このルールを守れば、農薬としての効果を発揮し

つつ、農薬を取り扱う生産者の安全、それから食べた人の安全、それから環境

の安全、３つの安全全てが確保できるように、農薬使用基準というものを農薬

取締法に基づいて決めております。これは先程の山本課長の話にありました、

そもそも基準値を決めるときには、こういうふうに使えばこれ以下になるとい

うことを考えながら決めておりますので、この農薬使用基準を守ればちゃんと

基準値以下に収まるというものです。

〔スライド８〕

こういうものをしっかりと決めた上で大事なのは、これを守ってもらわなけ

ればいけないということですので、それをどういうふうにやっているのか、次

のスライド８を見てください。

農薬の適正使用についての指導ということで、都道府県、それから農協、販

売業者を通じた使用者の方、農業者の方への指導を行っております。本当に読

めば当たり前のことばかりです。必ずラベルを見る、使用基準通りに適正使用

する、そして使ったらちゃんと帳簿にそれを記録として残しておく。

指導者の方へも情報提供をしております。不適正使用の事例ですとか、名前

や形状が似ていて本来使えない農薬を間違って使ってしまいやすい作物の例、

こういうものを指導者の方にも情報提供いたしまして、農家の方が間違えない

ようにという情報を提供しております。
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〔スライド９〕

次のスライド９をご覧ください。これは農薬の使い方の中ではできるだけ使

う量を減らすためにということで、病害虫の発生状況に応じた効率的な防除を

やりましょうということを農家の方にもお勧めをしております。農薬を使えば、

それで虫は死んだりするわけですけれども、もし農薬を使わないやり方がある

のであれば、そちらをお勧めするということをやって、トータルとして使う農

薬の量を減らすということも農業者の方にお伝えをしております。

〔スライド10〕

農業者の方にちゃんと農薬使用基準を守っていただいている結果といたしまし

て、違反をしている割合というのは非常に低くなっております。もちろん農業

者の方も人間ですから、どんなにミスを減らそうと思っても必ずミスは起きる

んですね。なので、違反件数というのはゼロにはなかなかなりません。でも、

その割合というものは非常に低い水準で保たれています。

このように農林水産省は、農業生産をやってくださっている農業者の方々に

リスク管理としてこういう取り組みをしっかりやってくださいというお話をし

ております。最初のところでお話をしましたように、農林水産省は生産の現場

だけではなくて、消費者の方々にも自分で取り組めるものについて取り組んで

いただきたいと考えておりまして、次のスライドの10です。

〔スライド10〕

家庭でできることにつきましては、農林水産省のウェブサイトで情報提供い

たしましたり、あるいは、今日皆様にもお配りをしておりますが、間違えて食

べて食中毒になってしまう山菜などの事例のリーフレットをお配りして、春と

か秋の季節に一般の方々が間違えてとらないようにという情報発信をしたり、

あるいは、家庭で調理をするときに、これも意図せずにできてしまうアクリル

アミドという有害物質なんですけれども、そういうものをできるだけ減らすた

めに、家庭でできるのはこんなものがありますよという情報発信をしておりま

す。

〔スライド11〕

最後に、スライドの11をご覧ください。今まで発表してきた多くのものがバ

ランスよく食べるものが大事だとお話をしてまいりました。私の最後の皆様へ

のメッセージもそれです。健やかな食生活を送るためには、１つのことばかり

に気をとらわれずにいろんなことに気をつけましょうということです。特に今

の時代、難しいのは、いろんな情報があふれていますので、どの情報を信じて

どれについていくか、これはなかなか難しいところなんですけれども、今日は

皆様から事前のご質問の中にリスクコミュニケーションというのをいただいて

おりますので、そういうことについてもみんなで意見交換ができたらと思って
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おります。

以上です。（拍手）

○藤田氏（消費者庁）

吉岡課長、ありがとうございました。

司会からポジションをチェンジいたしまして、最後に消費者庁から食の安全

を守る消費者庁の取り組みを紹介させていただきます。

本日のタイトルは、「消費者の食の安全を守る」と、それから、「消費者と食

の安全を守る」という２つの意図をこめてつけさせていただいております。

〔スライド２〕

まず、皆さん、消費者庁は、新しいお役所なのであれなんですけれども、ど

んな役所かご存知ですかね。最初に森田さんからもご説明がありましたけれど

も、2000年代というのは安全安心を脅かす事件が多発したころでございました。

ＢＳＥ問題ですとか、中国製冷凍ギョーザ事件、食品表示偽装問題などの食品

の問題に加えまして、例えばガス瞬間湯沸かし器事故による一酸化炭素中毒で

すとか、エレベーターに挟まれて亡くなった方がいらっしゃいましたけれども、

そういうエレベーター事故など、様々な消費者事故が起こった時代でございま

す。

この問題の背景として、行政が縦割りでそれぞれの所管の事業者の保護育成

に努めていた。その結果、消費者の保護というのは各省ばらばらに産業振興の

派生的テーマとして取り扱われているだけだったということがございます。こ

れらに対応していくために、これまでの消費者行政の施策のあり方を見直しま

して、消費者の立場から積極的に関与していくということで、消費者が主役と

なって安全で安心して豊かに暮らすことができる社会を実現するための行政を

つくるべきではないかということになりまして、2009年、やっと消費者庁とい

うものが設立いたしました。

〔スライド３〕

先程から出てきているこの図ですけれども、消費者庁はいろんな仕事をして

いるんですけれども、本日は食品に関する部分ということでご説明をさせてい

ただきます。この図は何度も出てきていますが、食品の安全を守る仕組みの中

には、リスク評価、リスク管理、リスクコミュニケーションの３本の柱がござ

います。この中に赤い字で書いてございます、リスク管理のところとリスクコ

ミュニケーションのところに消費者庁というのが出てまいります。

〔スライド４〕

まず、リスク管理ですけれども、消費者庁が担当するリスク管理の中には食

品表示というものが入っています。食品表示ですけれども、品質の観点から食
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品を選択するための法律でありますＪＡＳ法というのがございました。それか

ら、食品の安全を確保するための法律、食品衛生法という法律がございます。

また、健康を推進するための法律という健康増進法という法律、この３つの法

律がそれぞれ絡み合って、例えば名称とか保存方法以外にもアレルギー、添加

物、いろんなものを表示する規則となっていたんです。ばらばらにこの３つの

法律があったものですから、表示が非常にわかりにくくなったんですね。これ

をわかりやすくするために、食品表示の一元化ということで、2015年４月に食

品表示法というのが制定されております。消費者庁では、消費者の自主的かつ

合理的な食品の選択に資するように、新たなこの食品制度の適切な管理に努め

ているということです。

ここに書いてあるようなものというのは、消費者のニーズと事業者の実行可

能性を踏まえてルール化してつくっているんですけれども、ここに書いてある

ものは全部、アレルギーとか添加物とか、義務的に表示しなくてはいけないも

のになっています。この義務的表示となっていないようなものとして、例えば

牛肉における肥育ホルモンみたいなものがございます。こういったものは、も

ちろん流通している食品というのはどんなものでも安全であるということが大

前提なんですけれども、牛肉の肥育ホルモンは消費者の方から使ったかどうか

表示してほしいという要望がよくあるんですけれども、実はこれ、使ったかど

うかというのを科学的に検証することが非常に難しいんですね。なので、ここ

に書いてないわけです。牛肉の肥育ホルモンを使ったとか使わないとかという

のを義務的に表示するということはないということになっています。

ただ、そうはいっても知りたいなという人もいると思いますが、我が国では

肥育ホルモンというのは使わないので、例えば国産牛とか書いてありますね。

国産牛というのを選んでいただくとか、あと、よくオージービーフなんかに書

いてありますが、オーガニックビーフとか有機とか書いてあるようなもの、そ

ういったものは任意表示になっておりますけれども、そういったものを買って

いただくと、肥育ホルモンを使ってない牛肉というのを消費者の方が選択する

ことができるといったことになっております。

こういった表示制度を持っておりますけれども、消費者庁はそれらの表示広

告の取り締まりも行っております。

〔スライド５〕

もう１つ、大きな３つの柱にあったリスクコミュニケーションというところ

ですけれども、消費者庁の行政のミッションといたしまして、消費者の自主的

かつ合理的な選択の確保というのがございます。また、消費者の必要とする情

報の提供、それから消費者の意見が消費者行政、政策に反映されるということ

が大きなミッションになっております。これに加えまして、消費者の方も知識
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の習得や情報の収集によって自主的、合理的に行動することが必要であります。

行政でいろんなシチュエーションを提供しているんですけれども、それを受け

とめて習得して自主的、合理的に消費者の方もやるという大きな役割を担って

います。

リスクコミュニケーションは、このために消費者庁がやっているんですけれ

ども、先程ご説明がありましたね、食品安全委員会さん、それから厚生労働省

さん、農林水産省さんと連携をいたしまして、今日行っているようなリスクコ

ミュニケーションを何回か開催してございます。また、消費者庁だけ、もしく

は国だけでやっていても回数はそんなにこなせませんので、消費者庁は都道府

県などと連携をいたしましてリスクコミュニケーションを行っています。また、

地方自治体とか事業者が行うようなリスクコミュニケーションの支援もしてい

ます。

今年の２月に取りまとめた食品に関するリスクコミュニケーション研究会の

報告書というのがありますけれども、これまでに消費者庁が実施してきた食品

に関するリスクコミュニケーションの取り組みの実績の検証と今後の取り組み

方向というのを取りまとめております。ここにおもしろい資料なんかもついて

いますので、資料とか議事内容を含めてホームページで公開しているので、是

非探して見ていただければと思います。

〔スライド６〕

最後になりますけれども、消費者庁の役割といたしましては、食品に付され

る表示と、それからリスクコミュニケーションだけではなくて、食品の安全に

関係する府省庁の情報共有、それから連携確保などの総合調整も行っています。

それから、何か食品の事故が起こったようなときはそれを一元的に収集して共

有する仕組みをつくっております。また、食品の安全に関しまして何か緊急事

態が起こったとき、そういうときには各省府省連携して対応をとっていくため

の対策をとっております。このように、消費者行政の司令塔として消費者庁が

存在してございます。

食品安全を守る上では、行政、事業者が、今まで厚生労働省さん、農林水産

省さんから説明のあったような対策をしっかりと行っていくという必要がある

んですけれども、このバトンを最後に受け取るのは消費者になっております。

そこは消費者が非常に大きな責任を担っているということで、どんな食品を提

供するかに加えまして、それをどう選びどう食べるかということについて、消

費者、生活者が主役となって安全安心な社会の実現を目指すということについ

て、消費者庁は消費者の方とともに取り組んでまいりたいと思っております。

以上で消費者庁からの説明を終わります。ありがとうございました。（拍手）

では、立場を司会者に戻しまして、これで前半の情報提供を終わるんですけ



36

れども、ここからは意見交換になります。場面を転換いたしますので、10分時

間をください。25分再開としたいと思います。この間にお手洗い等に行かれる

方はよろしくお願いいたします。

（休 憩）

○司会（消費者庁・藤田氏）

それでは、時間となりましたのでプログラムを再開いたします。後半は会場

の皆様との意見交換といたします。ここからの進行はコーディネーターにお願

いします。コーディネーターは先程お話をいただいております、FOOD

COMMUNICATION COMPASS代表の森田さんです。

また、質疑応答者といたしまして、前半で情報提供しておりました方が並ん

でおりますので、再度紹介しませんけれども、登壇しております。また、私も

質疑に参加させていただきます。

では、森田さん、よろしくお願いします。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

それでは、コーディネーターを務めます森田でございます。改めてよろしく

お願いいたします。

実は今回、皆様方から事前にご質問をいただいておりました。シナリオでは

先に事前質問をご紹介しながら、そして後半は会場からご意見をいただくとい

うふうな予定にしておりましたが、時間が16時までということで大変タイトで

ございます。ですので、休憩時間にパネラーの皆さんとお話しして質疑応答か

ら進めていきたいと思います。その中で、事前に質問の中に書いたけれども、

今日の話の中でやっぱりもう一度聞きたいですとか、そういうことがありまし

たら、是非挙手していただいてご質問、それからご意見もいただければと思い

ます。

それでは、早速始めたいと思いますが、ご意見がある方、できましたらお名

前と、それからご所属は例えば事業者の立場とか消費者の立場とか、そういう

ことでも構いませんので、そうやって言っていただければと思います。

どうぞよろしくお願いいたします。

○質問者Ａ

今日はわかりやすい説明をありがとうございました。食品企業で品質保証の

仕事をしているんですけれども、そこで２点、質問があります。

１点目が、輸入食品については結構リスコミとか厚生労働省さんのホームペ
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ージでモニタリング検査とか検査命令について情報が出ているんですけれども、

国産の情報についてはあまりないのかなと思っていたんですが、今日農林水産

省さんから情報がありまして、こういう情報があったのかと、よかったんです

けれども、そこで、資料でも、毎年やられている調査ではなさそうなんですよ

ね。平成15年、20年、25年、26年度ということで、これは毎年はやられていな

いのかということと、あと、中身はちょっとわからないんですけれども、牛肉

とか豚肉、鶏肉について、動物用医薬品とかの残留農薬についてとかは調査結

果はどこかで知られないのかというのが１点です。

もう１点が添加物の話なんですけれども、本日は農薬のＡＤＩについてのお

話があったと思うんですが、弊社でも亜硝酸ナトリウムを扱っておりまして、

亜硝酸ナトリウムについては以前に受けたセミナーで、10年ぐらい前の調査結

果だったと思うんですけれども、たしか野菜からの硝酸塩になるんですか、だ

けがマーケット・バスケットでＡＤＩを超えていたということで、他の添加物

についてはＡＤＩがマーケット・バスケットでも抑えられていたので安全だと

いうことは言えるんですけれども、亜硝酸ナトリウムについてはその硝酸塩が

超えていて、加工食品についてＡＤＩは定められていても、消費者の方にこれ

は安全ですよと、どういうふうに説明すればいいのかというのを教えていただ

きたいという２点です。よろしくお願いします。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

どうもありがとうございました。まずは国産の食品のデータのところですが、

まずデータを示された吉岡さん、それから山本さん。ご説明をお願いします。

○吉岡氏（農林水産省）

農薬の使用状況なんですけれども、皆さんにお配りしたやつでは５年おきに

しておりますけれども、これは毎年度やっております。表の下に書いておりま

すけれども、１年分をまとめて農林水産省のウェブサイトに公表しております。

ちょっと時間がかかるので、結構古くなったりしていますけれども、一応毎年

これはやっております。

○山本氏（厚生労働省）

今の続きですが、今日お手元ではなくて、農水の吉岡課長がスクリーンで示

していただいた表は、実は厚生労働省のホームページに掲載しているものなん

ですが、国産と輸入の農薬、動物用医薬品、飼料添加物などについて、毎年の

検査数、それから検出件数、それから基準超過数というのを出しております。

非常に検査数が多く、毎年国産で百数十万件、輸入で300万件ぐらいあって、集
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計の取りまとめに時間がかかっておりまして、正直申し上げて、掲載できてい

る直近データは平成24の数字です。今、平成25、26、27の３カ年分を取りまと

めているところです。それで、基準値超過件数が今一番新しいのが24ですが、

国産で0.004％、輸入で0.011％という数字が出ております。ホームページに掲

載しておりますので、そこの中に動物用医薬品の畜水産物に対する検査実積な

ども数字が出ているかと思いますので、ご参照いただければと思います。

それから、亜硝酸は、今手元にないのですが、確かに添加物とか、それから

野菜とか、また、それは肥料なり土壌絡みでしたでしょうか、そういうところ

で摂取量が多いということはあったかと思います。国民平均ではなくて何か特

定の集団で摂取量が決して十分低いわけではないということで、低減化はあっ

てよいと思っているんですけれども、一生涯のＡＤＩをベースにして長期にわ

たって超えているというほどのものではなかったように記憶しているんですが、

済みません、ちょっと曖昧です。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

どうもありがとうございました。畝山先生、亜硝酸ナトリウムのことで何か

ありますでしょうか。

○畝山氏（国立医薬品食品衛生研究所）

食品添加物としての亜硝酸ナトリウムではなくて、食品にもともと天然に含

まれている硝酸塩がわりとたくさんと入っていて、その硝酸塩から亜硝酸にな

ってしまうのでリスクがあるのではないかというお話なんですね。

○質問者Ａ

そうなんです。さらに加工食品で亜硝酸ナトリウムをとるのはどうなんです

かという。

○畝山氏（国立医薬品食品衛生研究所）

ですから、食品添加物の安全性という話ではなくて、食品の安全性の内での

硝酸塩のお話ということですね。

硝酸塩に関しては、確かに青物野菜をたくさん食べるとどうしても目標とす

る値を超えるというのは現実でして、ただ、硝酸の有害影響で直接問題になっ

ているのは小さい子供なので、ベビーフードにホウレンソウのような硝酸の多

いものをたくさん使わないという管理は、海外ではヨーロッパなどでは行われ

ていますので、一応そういう形で管理することにより、普通の大人の場合は野

菜をたくさん食べることのメリットがリスクをはるかに上回るので、大人に関
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しては野菜はたくさん食べる。小さい子供に関しては、ベビーフードに関して

は、硝酸が少ない野菜を選んであげるという配慮をちょっとするという程度と

いうのが今のところだと思います。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

食品添加物のマーケット・バスケット調査で硝酸根とADIの比較の表を見せ

ると、やっぱり消費者の方はおっとなるんですね。そこのところだけ数字が百

何％と超えていて、「えっ、ＡＤＩを超えているんじゃないの」と。そのときに、

それは添加物由来ではないという話とか、青物野菜由来というお話はするんで

す。吉岡さん、農林水産省のところで、例えばそういう野菜由来の硝酸態窒素

を農家のところでいろいろと減らすとか、そういう取り組みは何かあるんです

か。

○吉岡氏（農林水産省）

ちょっと前ですけれども、例えば岐阜県の各務原のニンジン栽培のところ

で硝酸体窒素が非常に多くて、平成の１桁のときだったと思いますけれども、

そういうときから窒素肥料の使い方ということについては随分農業者の方々も

気を使いながら減らしてきているという実態があります。私のところの食品安

全政策課というところでは、有害化学物質のリスク管理をするために優先リス

トというのをつくってやっているんですね。去年、おととしぐらいに優先リス

トの見直しをしたんですけれども、そのときに実は硝酸体窒素は落としたんで

す。それは多分、今のお話を聞いていてちょっと記憶がよみがえったんですけ

れども、ブルーベビーといって小さな子には影響があるけれども、それに一生

涯食べるＡＤＩというやつを当てはめることについて、本当にそれがリスクと

して大きいのかどうかということですとか、現状、今、農業者の方に、例えば

環境保全型農業とかいって、肥料の使い方を節約することを勧めている中で、

リスクが高いものとしてリスク管理をやる必要があるかどうかということを精

査したときに、まさに今日の畝山さんのお話にあったように、順番としてどう

かということをトータルで考えたときにはそこまでの高いところではないとい

うことで落としているというのが今の実態です。

いずれにしましても、農産物、特に葉物野菜に含まれる硝酸体窒素について

は、過剰というのはかなり抑えられてきているのではないかと認識しています。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

硝酸態窒素の話でもいろいろ出てきましたが、マーケット・バスケット調査

はそもそも厚労省がずっとやってきて、ＡＤＩと比較した量を調べています。
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それから、それは添加物ではない天然由来のものも一緒に測ってしまうといっ

た情報も一緒に提供していくということもしていただけたらなと思いました。

あと、生産現場の取り組みとか、全体のリスクをどういうふうに捉えたらい

いのかというのもやっぱり今日全体の情報でわかったとと思いました。

さて、次、どなたか会場からご質問ありませんでしょうか。

○質問者Ｂ

私は全くの消費者なので、ちょっと事業者の皆さんには関係のない、関心の

ないテーマかもしれないので申しわけないんですが、今、一部の生協ですとか、

市民団体、環境保護団体の方々がすごく遺伝子組み換え作物について危険であ

ると、映画であるとか、何とかという講師の人を呼んできて講演会をしたり、

すごくじわじわ来ているんですね。例えば私はＳＮＳをやっていますけど、そ

ういうことに今まで関心を持っていなかったようなお友達が、危険だからこう

いう講演会に行こうみたいな記事をシェアしてくるとか、そういうことが30代

とかの子育て世代の人も非常に多いのですが、非常に目につくというか、世代

的なものかもしれないんですけれども、でも、これから食の消費の中心を担っ

ていく世代でもありますし、お子さんに教育するという意味でも、かなり不安

訴求型ビジネスに取り込まれているのではないのかなと、その辺が、私はそっ

ちのほうがすごく不安になっているんですね。そういうことに関して、ＦＯＯ

ＣＯＭなんかを見ましたら、そういうことなんだと、お金でロビー活動をして

いるんだなとわかるんですけど、そういうのを読まないですよね、皆さん。一

般の主婦の方、忙しい方、ああいうところをじっくり読み込むなんて時間がな

いんですよね。だから、すごく難しいけれども、わかりやすく誰の目にも届き

やすいような形で、映画なんかで言われている危険性はちょっと違いますよと

いうことを周知していただけないかなと本当に思うんですよ。ＴＰＰ反対と絡

められて、とにかくあれは危険だからやめる、だめなんだという。

あと、同じような形になっているのはネオニコチノイド系の農薬の話ですよ

ね。これも環境保護団体の方が、はっきり言ってすごくあおっていると思うん

ですけど、畝山先生のホームページを読んでびっくりしたのが、お金を払って

ロビー活動をして、ネオニコチノイドの農薬はすごく危険なんだという論文を

書かせたとか、そういう活動があったということを一般の人間は全然知る術も

ないし、普通に検索しても危険だという情報しか入ってこないんですね。だか

ら、そういうところはじわじわとリスクに対する考え方自体に影響していって

いると思うので、この危険情報は間違いですよというだけでなくて、リスクの

考え方にバイアスをかけてしまいますよという形での啓蒙というのですか。で

も、上から目線と捉えられると聞いてもらえないので、同じ子育てする人間の、
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今の日本に生きる人間、同じ人間として、できれば正しい情報を共有しましょ

うよという姿勢で情報の提供をお願いしたいなと思っております。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

どうもありがとうございます。私たちもいつもそう思いながら提供していま

すが、今おっしゃられたように、じゃあ、ＦＯＯＣＯＭが提供している情報が

わかりやすかったかというとなかなか難しいこともあります。それから、今日

いらっしゃる登壇者の方々、皆さんそれぞれリスク評価、リスク管理の部門が

違って、情報は発信されているんですけれども、やっぱりばらばらになりがち

だと私はよく思います。つなぐ人がいない、それから、わかりやすく伝える人

がいない。その一方で、さっきおっしゃっていた遺伝子組み換えの反対の映画

とかは、ある意味ではわかりやすくがんがん迫ってくる、視覚に訴える。そう

いうことで、どういうふうにしていったらいいのかなというのは本当に悩まし

いと思うんですが、畝山先生、そのあたりは。

じゃあ、消費者庁。

○藤田氏（消費者庁）

これまで食品安全委員会さんで安全性を評価して、厚生労働省さんで基準を

つくって、農林水産省さんで生産から管理から全部されていたんですけれども、

皆さんそれぞれすごく熱心に取り組まれていて、自分のホームページとかでそ

れぞれの情報は発信されているんですけれども、ばらばらに情報が存在してい

るというのが１つ。それを全部探しに行って全体像を構築するというのはほぼ

無理ですよねというのと、あと、書かれていることがすごく難しい用語で書か

れていて、素人が読んでわからない感じになっているんですよね。

そこで、そういうことではいけないなということで、消費者庁がやっとでき

ましたので、それぞれの書いてあることをもうちょっとわかりやすく、例えば

遺伝子組み換えだと、こんな餌をネズミに食べさせたらがんがいっぱいできた

んですと言っている人がいるんですけど本当ですかとか、そういう間違ったよ

うな情報に対して、いや、それはこういうことなので違うんですよとか、添加

物をたくさん食べると子供がキレると言っているけど本当ですかとか、そうい

う消費者の方が受け取りがちなメッセージとか、そういうものに対するＱ＆Ａ

というのを今実は作成中なんですけれども、近々、徐々に公開していきたいと

思っています。そういう取り組みをしていきたいと思っています。そこを見て

いただけると、もうちょっと詳しく知りたい方は厚生労働省さんとか食品安全

委員会さんに行っていただければいいんですけど、まずは入口として簡単に、

本当に短い言葉で取りまとめて紹介するようなことをやって、なるべく消費者
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の方にわかっていただけるようなものをつくっていきたいと思っていますので、

それができた暁には、是非お友達にシェアしていただいて広めていただければ

と思いますので、よろしくお願いいたします。

○質問者Ｂ

消費者庁の方がいらっしゃっているので、ついでに申しわけないんですけど、

今、適格消費者団体がすごく実績を上げてくださっていますけれども、大変申

しわけないんですが、その団体の代表の方とかもＳＮＳをやっていらっしゃい

ますよね。でも、そのＳＮＳで、特に放射性物質に関することは誤ったサイト

を引用したり、誤った発信をなさっている方がおられます。それはもちろん消

費者団体の代表の方なので、法学とか弁護士さんとかそういう方面の方で、科

学分野の方でないのは仕方がないんですけれども、私はその辺がすごく怖いな

と思っております。森田さんならご存知と思うんですが、小若順一っています

よね。あの人のサイトを引用して、トリチウムはこんなに危険だと言っていた

人が適格消費者団体の代表でしたみたいな。いや、これは本当にあって、私は

腰が抜けるほどびっくりしたんですけれども、そういうことがあるので、科学

分野のことをきちんと監修していただきたいなと思うんですよ。個人のＳＮＳ

はコントロールできないとは思うんですけれども、幾ら行政のすることに対し

て批判的に見ることが仕事であっても、自分が誤った情報を発信してしまうと

いうことは非常にこれは怖いことなんだと。そういうところにも切り込んでほ

しいなと思います。これは個人で発信されていた情報なので、すごく難しいこ

とだとは思うんですけれども、代表の方が科学的なことも適切な知識を身につ

けていただきたい。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

わかります。ありがとうございます。消費者団体といってもいろいろありま

して、全国消団連というところにＦＯＯＣＯＭは所属しておりますけれども、

遺伝子組み換え食品にしても本当に様々な立場があります。右から左といった

ら変ですけれども、放射性物質もそうです。そういった方々が消費者団体とい

うことで発言されたり、それで商売されている方もいらっしゃる。そういう方々

の情報発信というのはなかなか長けていて、そっちばかりに行ってしまうとい

う危機感ですよね。私もそれは本当にそういう危機感は持っているので、何と

かもうちょっと情報発信もしていきたいなと思うんですができることが限られ

ています。消費者庁が今回初めてそうやって遺伝子組み換え食品も添加物もＱ

＆Ａをつくると。これはリスク研究会を受けての話ですかね。
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○藤田氏（消費者庁）

受けての話です。そうですね。わかりやすく。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

でも、わかりやすくというところで、わかりやすさのためにきちんと科学的

なところのベースがない中でやってしまうと、これまた情報発信もなかなか難

しい部分なので、是非関連府省庁の方々も頑張って一体となって支えてあげて

いただきたいなと思います。その上で情報発信してもらいたいなとは思います。

まだ消費者庁ができて本当に短いですしこれからやっぱりやるということなの

で、様子を見ながら、意見を言っていきたいなと思いますので、一緒にできれ

ばなと思います。ありがとうございました。

○質問者Ｃ

教育関係におります。もともと医療技術者の教育をやっていて、今は栄養関

係の教育の領域に入りまして、その先生方との接触を通じて、僕は先程の今の

ご質問の方とかなり関連してくるのではないかと思うんですけれども、残念な

がら、子供にいわゆる栄養、食生活のあり方を（？）一番よく教える、この集

団の先生方に相当大きな無添加安全、無農薬安全という、これがものすごく基

本に流れているということを痛切に感じております。今日の席に文科省関係の

方はお見えにならないんですけれども、基本的にやはり子供が教育されてしま

っている。自分もちょっといろんなところで学生の教育の過程でアンケート調

査をやりますと、小・中のレベルで、まずは添加物を避けましょうねという教

育を受けてきている。この現実を１回、大きく変えていくという必要性がある

のではないかなと思います。

それから、もう１つ、僕もいろいろ添加物、農薬、遺伝子組み換え、ここら

辺ですけれども、最近はお年寄りの方にどのように最期を迎えていただくかと

いうところのいろんなあれをやっておりますと、先程全ての方がおっしゃった

バランスのとれたちゃんとした食生活、要するに、健康食品で健康になるとい

うのはこれは大きな間違いでして、本当にバランスのとれたちゃんとした食生

活、これに関する体系的な消費者教育というのがやはり僕は必要ではないかな

と思って、今少し自分も取り組み始めているところでございます。

コメントになるかもしれません。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

ご意見ということで、ありがとうございました。

他に何かご質問はありませんでしょうか。
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○質問者Ｄ

こんにちは。大変貴重なお話、ありがとうございました。大阪教育大学大学

院教育学研究科健康科学専攻社会教育学で無給研究員をしております、25年目

の管理栄養士です。

とても日本らしい貴重なデータをいつも出していただいてありがとうござい

ます。医師サミットで保健大臣会合、また教育大臣会合、国際保健のほうをし

ばらくしておりまして、日本の政府のとても丁寧なお仕事を拝見させていただ

いて、ありがたく思います。

我が国を眺めてみると、高齢化率26％、障害手帳を持っている人で479万1,600

人、障害なしでサービスを受けていらっしゃる方は31万9,900人、不登校は17万

3,750人、東京で190カ国の方、大阪で170カ国の方が住まわれています。非常に

我々、均質な者でリスクコミュニケーションをしているかと感じるんですが、

そのために平成17年７月15日に始まった食育基本法というのが全省庁一緒に行

うというふうになっており、前に進むと思っておったのですが、なかなか進ん

でいなくて、社会教育で一緒に何かできないかなと取り組んでいるんですが、

中央教育審議会も何度か傍聴させていただいたんですが、その中で三鷹市の市

長さんは、首長部局で社会教育主事、生涯教育の中でそういったことを取り組

まれているようなことを少しお話しになられていました。こういったことと連

動して何かしていくということのリスクコミュニケーションはいかがでしょう

か。よろしくお願いします。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

これは食育基本法を担っているところの吉岡さん、よろしいでしょうか。

○吉岡氏（農林水産省）

まだまだこれから道は長いなという感じが正直なところです。こういう感じ

ですごくいいですというお答えを今は持っていません。

○筬島氏（食品安全委員会事務局）

食品安全委員会でございます。今の食育につきましては、食品安全委員会も

関与させていただきながら、各省庁、連携をとらせていただいて対応している

ところです。今、食育関係で何がホットな話題になっているかだけ少し説明さ

せていただきますと、今、先生のご指摘のありました点もしっかりとやってい

かなければいけないんだろうとは思います、正直に言いまして、現在、ホット

な内容は子供の貧困対策、子供食堂の話です。現状はそういう形になっている
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ところです。

また、先程、学校の栄養士の方々に対するリスクコミュニケーションといい

ましょうか、食品安全に係る科学的基礎知識の付与というのが必要ではないか

というご指摘がございました。現在の第３次食育基本計画の中に目標というの

がありまして、そこの14番目に食品の安全に関する科学的な知識をつけていた

だくという項目があります。その観点から食品安全委員会は取り組ませていた

だいておりまして、今、食品安全委員会が独自で行いますリスクコミュニケー

ションの重点対象は、学校教育関係者、栄養教諭の方々です。まだなかなか進

まないというのが正直なところです。現在、平成29年度の食品安全委員会の運

営方針を、パブリックコメントをかけています。それを見ていただきますと、

その中に職域団体、例えば日本栄養士会だとか、そういう方々とも連携しなが

ら、子供の栄養教育、あるいは学校給食に携わられる方々に食品安全に係る基

礎的な科学知識をつけていただこうと、そういう取り組みを進めて参ります。。

雑駁な話でございましたけど、以上でございます。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

よろしいでしょうか。

お時間があまりないので、もうお一方、手が挙がっていたかと思いますので、

その方、よろしいでしょうか。

○質問者Ｅ

農水省でしょうか、厚労省でしょうか、ご質問させていただきたいんですけ

れども、フリーランスで栄養士をしております。よろしくお願いします。

最近、産直とか、生産者さんから直接消費者に届けるような農産物のシステ

ムができ上がっているように思うんですけれども、こういった場合の農産物の

残留農薬の検査だったりとか、そういったものは、残留農薬の検査をされてい

るものの中の収去されているものの中に入っているものなのでしょうか。こう

いったものがもし入っていないのであれば、どのように今後こういったところ

を検査されていくのかお伺いしたいんですけれども。

○吉岡氏（農林水産省）

食品衛生法に基づく検査は、基本的には自治事務になっておりますので、都

道府県とか政令市にある保健所の方がやっております。時々なんですけれども、

道の駅などで売られているものについて、残留基準値を超えているものがあっ

たら回収とかしているやつもありましたので、もちろん県の判断、政令市の判
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断と思いますが、検査対象の中には入っていると認識しております。

全体として、一個一個全てを見てどうこうとは言えないんですけれども、先

程皆様のお手元に配っている資料ですとか、あるいは写した資料でいいますと、

例えば100万点とか何点とかやっている中での違反率があれくらい低いという

ことですので、全体で見れば、そんなに産直だから危ないとか、道の駅で売ら

れているから野放図だとか、そういうことではないのではないかと思っていま

す。

○山本氏（厚生労働省）

今おっしゃった通りですし、産直、直売されている傍らで普通に市場にも流

通させているということをやられているのではないかなと思いますので、いず

れにしろ全体でモニタリングの網をかけております。特に現場でいろいろな事

業者さんの活動を見ているのは地元自治体でございますので、そのあたりが現

実的なモニタリングなり指導をしていただいていると思います。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

それでは、時間もそろそろになってまいりましたが、どなたか最後、もうお

一方、ご質問はありますでしょうか。

○質問者Ｆ

加工食品のメーカーの者です。今日は畝山先生の中で、塩のリスクが一番高

いですよというお話があったと思いますが、これに関して、多分、食品表示法

等で食塩相当量の表示等が入っているかと思いますが、それ以上に、例えば国

として、今は非常にたくさん塩のとり過ぎになっているという現状がまだまだ

あると思うんですけど、この辺、新たな方針みたいなものとか考えてみている

とか、そういうことはないんでしょうか。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

国としてということですが、特に国として食塩を何か施策というのはないで

すかね。

○山本氏（厚生労働省）

食品衛生の範疇ではないかもしれませんが、いわゆる栄養のバランスという

か、減塩の取り組みですよね。確かに衛生とちょっと違う、栄養に近いところ

なり、そういうところかもしれませんが、減塩を促していくというのは、国と

しても全然やっていないわけではなかったような気がするんですけれども、今
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日ご紹介したように、強制的に何かを義務化するとかよりも、やはり食のとり

方として、先程どなたかが健康寿命を延ばすためにも、サプリなんかで栄養を

補給するのではなくて、バランスのよい食事が健康寿命に大きく寄与するとい

ったところと同じで、やはり減塩活動というのですか、そういうのはやはり大

事だと思います。

国策で何がいいのかというのは、いろいろアイデアはきっと皆さんあるとは

思うんですけれども、減塩に向けてメッセージを出しているかと思います。国

としても取り組んでいくものだと思っております。

○質問者Ｆ

どちらかというと、よく聞くのが、食塩の摂取の一番の原因が加工食品だと

言われているものですから、加工食品のメーカーとして、そういうところを当

然下げていかなければいけないだろうなと思っているんですが、味とのバラン

スも含めていろいろ難しいところもあって、その辺のところ、国として考えて

いないのかと思ってお聞きした次第でございます。

○山本氏（厚生労働省）

塩分表示とか何かありましたっけ。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

日本の場合は食塩相当量で今度新しい表示法に変わりましたけど、海外だっ

たらそれが例えば相対で％でわかるようなものとか、それからニューヨークだ

ったら外食で大きく赤信号にするとか、いろんな表示方法があると思います。

日本の場合はまだ栄養表示が義務化されたばかりで、諸外国に比べるとおくれ

ているし、それから施策なんかに対してもおくれているという部分もあるのか

なと思いますので、それは消費者庁のこれからのまた課題かなと思います。

○筬島氏（食品安全委員会事務局）

私どもの食品安全委員会では、食塩と健康につきましてリスクコミュニケー

ションを行っているところです。本件については、食品安全委員会も含め国一

体となって取り組んでいく必要があると認識しているところです。

○森田氏（一般社団法人FOOD COMMUNICATION COMPASS）

よろしいでしょうか。ちょうど時間になってまいりました。今日先程食塩の

お話もありましたが、生食の安全性のお話だとか、そういう話もいろいろいた

だいていたところです。畝山先生の最後のほうのスライドになるんですが、私
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たちは自由な選択というところと、それから、どれだけ販売禁止など食品の監

視、それから例えば基準をつくるとか、制限をするとか、その中でやはり今日

先生に最初にお話しいただいた消費者の責任の大きさというところに行き着く

と思います。自由な選択がある中できちんと安全に選べるようになるには実は

まだまだ情報が足りていないのではないかなとも思います。ですので、健康食

品とかそういう話も含めて、これから国にはもっと情報発信を期待したいと思

いますし、今日皆様方もそういった情報発信なんかがまだまだ足りないよとい

うことを言っていただけたかと思います。

これで今日はちょうど時間になりましたが、終わりますがよろしいでしょう

か。それではマイクをお戻しいたします。

○司会（消費者庁・藤田氏）

本日ご参加の皆様、様々なご意見、ご質問をいただきまして、どうもありが

とうございました。時間の都合上、ご発言いただけなかった方には大変申しわ

けございませんでした。

本日は情報提供の場面から、世の中にあふれる情報について、トータルの食

生活の中で自分自身のリスクの物差しを持って冷静に判断していくためという

ことで、そのような社会を実現するためにはどうしたらいいかということにつ

いて考えてきたと思います。また、途中でＭＯＥとかなかなか難しいような話

も出てきましたけれども、食の安全のバトンを最後に受け取るというのは消費

者ですから、これをどうやって生かすのか、情報提供をもちろんしますけれど

も、それを受けとめて処理をしてどうやってうまく食べていくのかというのは

消費者の方に委ねられています。いろいろ難しいこともあるんですけれども、

最も簡単にやるのは、いろんなものを偏らずに食べていくということに尽きる

のではないかと思いました。

本日、皆様からいただいたご意見とかご質問は、先程言っておりますような

情報提供の場で、皆さんがこういうところに関心があるんだということをこち

らでキャッチする素材となっております。これをもとに、こういうことを提供

していくとみんなの関心のところに触れるんだなと思いますので、大変参考に

なってございます。本当にどうもありがとうございました。

これで本日のプログラムを終了いたします。円滑な進行にご協力いただきま

して、ありがとうございました。（拍手）


